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行政刷新会議「事業仕分け」 


ワーキンググループＡ 評価コメント 
 
事業番号Ａ-９ 医師確保、救急・周産期対策の補助金等 
 
評価者のコメント 


● 原則として診療報酬で反映されたものと同質的な事業は廃止。補助金等の存廃についてはゼ


ロベースで見直す。 


● 特定財団への補助廃止。「補助金は例外、原則は診療報酬」を貫くべき。補助金がダメな理由


は、受益者が限られる傾向があること、定率補助では裕福な自治体しか使えない一方、定額で


は無駄遣いとなることである。特に特定の財団に対する定額補助は恣意的な利益の垂れ流し


であり即時やめるべき。予算額は最低でも 1/3 以下にする。 


● 予算要求額の一層の縮減。診療報酬改定の未織り込み分、不用分を含めれば予算縮減の余


地はなお考えられる。 


● 診療報酬のアップで対応できるものはそうするべきで、補助金のメニューを精査すべき。都道府


県の財政力にかかわらず、必要なところに必要な予算がつくような仕組みに改めるべき。表彰


は、この事業で行うべきでない。 


● H23 年度予算には、H22 年度診療報酬改定をより明確に反映すべきである。 


● 地域主権、個別補助金から一括交付金へという流れの中で、補助金はもっと絞り込むべき。 


● 施策の基本的な考え方、カテゴリー分けがなされていないので、雑多な施策が一つの政策プロ


グラムの中に入っている。そもそも医師確保がどの地域で必要か、どのような医師が必要かの


計画、そのためにはどのようなプログラムが必要なのかを精査すべき。特に診療報酬を中核に


すえ、全国一律の診療報酬では手当てできない部分について補助金を出すという方向に施策


を整理すべき。 


● 地域医療計画も重要であるが、都道府県の負担能力にも地域差がある為に執行率が低くなっ


ている事業が散見される。基本的には診療報酬によって調整していくべきだが、産科や救急を


担う大学病院など、診療報酬によって改善できない地域拠点病院を支えるための制度は引き


続き必要と思われる。 


● 基本としては、診療報酬改定で対応し、個別対応が必要なものは、都道府県への交付税（また


は一括交付金）で対応する方向で段階的に改革すべき。 


● 医師確保等は厳密に医師確保に絞り込むべきである。 


● 目的と若干ずれた事業を別建てにする。包括化して使い勝手をよくする。金額については、一


定の努力を評価する。ただ、内容の整理見直しが十分ではない。使い勝手がよく、必要かつ効


果的に整理するなら、額は増えても良い。 


● 補助金方式から全額交付方式へ変更。診療科別の偏りは、保険点数で手当てし、地域別の


偏りは、この事業で手当てする。そのためには、補助金形式は、手段として全く不適当ではない







行政刷新会議「事業仕分け」 


か？ 


● 医師確保・救急・周産期対策等ということで多数のメニューが、十分な精査なく予算要求され


ている。現場の医療ニーズに即した予算に厳格化が必要。 


● 執行率の低いものは不用にする（要件が多すぎて現場が使えない予算も多い）。 


● 昨年度の仕分けの際に提言のあった、「緊急や周産期医療の医師不足に対して、救急隊員や


助産婦の施術可能範囲を拡げる」可能性について、今回の予算に反映されているようには見え


ない。逆に「助産婦活用推進事業」のように削減されているものもある。診療報酬体系の中で


処理されているのかもしれないが、こういったものこそ補助金事業の対象としやすい事業ではな


いだろうか。 


 


ＷＧの評価結果 


医師確保、救急・周産期対策の補助金等 


見直しを行う 
① 国の事業として廃止 １名 


② 見直しを行う 12 名：  


ア 診療報酬改定で対応可能な事業の廃止 12 名 


イ 医師不足対策への実効性が定かではない事業の廃止 １１名 


ウ 不用額の確実な反映 ９名 


エ その他 ４名 


③ 見直しを行わない ０名 


 


とりまとめコメント 


診療報酬改定で対応可能な事業の廃止、医師不足対策への実効性が定かではな


い事業の廃止、不用額の確実な反映をさらにしっかりとやっていただきたいということ


が結論。 


医師確保、救急・周産期対策そのものについては大変重要であることは全員共通


しているが、今の補助金の仕組みそのものが本当に効果的なやり方なのか、議論の


中では包括的に支払うとか、必要なものについては補助率を高めるとかいろいろな議


論があったので、減らす方向での対応をしっかりやっていただくとともに、より使い勝


手がよく、より効果的なやり方を今日の議論を踏まえて検討していただくということを


結果に付随して申し上げ、全体として結論としたい。 


 








事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程
度以内）


〔医師確保対策〕
　産科や小児科などの診療科やへき地等で医師不足が深刻となっており、必要な医師の確保に効果的な施策を講じ、国民の医療に対す
る安心・安全の確保。
〔救急・周産期医療対策〕
　地域における救急医療体制の確保と安心して出産に臨める医療環境の実現に向けた体制の整備。


事業番号 A－９


　　　　　　　　　　　　　事業シート　　　　(厚生労働省)
予算事業名 作成責任者担当部局庁 医政局医師確保、救急・周産期対策の補助金等


・新医師確保総合対策
・緊急医師確保対策について
・「安心と希望の医療確保ビジョン」
・「「安心と希望の医療確保ビジョン」具体化に関する検討会」（中間とりま
とめ）
・救急医療用ヘリコプターの導入促進に係る諸課題に係る検討会報告書
・救急医療の今後のあり方に関する検討会中間とりまとめ
・重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中間とりまとめ
・周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書


事業開始年度


会計区分


根拠法令
（具体的な


条項も記載）


医師確保：平成18年度
救急医療：昭和52年度
周産期医療：平成8年度


一般会計


事業概要
（5行程度。別
添可）


〔医師確保対策〕
　近年の医療の現場においては、高齢化の進展、医療の高度化、医療を巡る紛争の増加、女性医師の増加などを背景に医療需要が増
大するとともに、産科・小児科などの診療科やへき地等で医師不足問題が深刻となっており、地域で必要な医師の確保に効果的な施策を
講じ、国民の医療に対する安心・安全を確保することが喫緊の課題であるため実効性のある医師確保対策の更なる推進を図るものであ
る。
〔救急・周産期医療対策〕
　従前からの救急・周産期医療体制の施策に加え、第171回通常国会（平成21年）で成立した「消防法」の一部改正に伴う消防と受入医療
機関との連携強化やドクターヘリの導入等による救急搬送強化、平成20年10月に東京都で発生した妊婦の死亡事案等に対応すべく、ハ
イリスク妊産婦を中心に受け入れる周産期母子医療センターでの脳卒中等を有する母体の受入体制強化、ＮＩＣＵに対する支援やＮＩＣＵ
に長期入院している児童への対策など安心して産み育てることのできる医療提供の確保に資するものである。


19年度


担当課室


16,128 24,005 42,845


関係する計
画、通知等


総務課、指導課、医事課、看護課


20年度 23年度要求


上位政策


総務課長　岩渕　豊


10 123


21年度 22年度


30,802 29,718
予
算


当初予算


補正予算


実施方法 ■直接実施　　　　　　　■業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他


75 77


予算額・
執行額


（単位:百万円）


執行率（％） 73.2 51.4 56.6


20年度 21年度


17,557 24,231


活動指標名


執行額 11,813


19年度


64


- - －


10,123 － －


-


16,128 34,128


-


繰越し等


合計


算
の
状
況


補正予算


42,845


活動実績
（アウトプット）


以下のとおり、医師確保、救急・周産期対策の充実を図っているところである。


総合周産期母子医療センターの箇所数


単位


箇所


16 21


小児救急医療支援事業及び小児救急医療拠点
病院運営事業の実施箇所数


箇所 207 205 215


産科医療補償制度加入分娩機関数
（加入率）


箇所
（％）


－
3,269
(99.2)


3,317
（99.5）


(社)日本産婦人科学会への新入会医師数 人 335 402 452


214 221救命救急センターの箇所数 箇所 208


ドクターヘリの実施箇所数 箇所 13


件 － 22 33


都道府県医療対策協議会等を活用し、都道府
県が中心となって行った医師派遣人数


箇所 546 615 集計中


14


女性医師等就労支援事業
　　　　　　　　　復職研修受入人数
　　　　　　　　　復職相談件数
　　　　　　　　　復職研修・相談窓口設置箇所数


人 － 63 45


活動実績


件 －


医師交代勤務導入促進事業、短時間正規雇用
支援事業の実施件数
　※ 仕分け結果を踏まえ、Ｈ21年度限りで
　　　事業廃止。（診療報酬へ移管）


111 115


箇所 － 7







前年以上


102.0 －


10.4


目標値
（　　年度）


20年度 21年度


成果目標及び
成果実績


（アウトカム）


算出根拠　　　　　　　　　　　（　　－　　円／　　　　　　　　）
単位当たり


コスト


平
成
2
3
年
度
予
算
内
訳


(予算内訳を費目ごとに記載）


　　　　　　  ２３年度要求　　　　　　２２年度予算
庁費等          36百万円          (        41百万円)
委託費        297百万円          (      474百万円)
補助金    29,385百万円          (  30,287百万円)
合計　　 　29,718百万円　　　　 (  30,802百万円)


－


集計中10.2％成果実績


達成度


単位


％


心肺停止者の1ヶ月後の生存率・社会復帰率の
向上


成果目標名


人 - 174,266成果実績 - 前回調査以上


達成度


102.0


19年度


病院勤務医数
　平成16年度　163,683人
　平成18年度　168,327人 （102.8％）


271,897 - 前回調査以上


達成度 ％ - 105.9 -


就業医師数
　平成16年度　256,668人
　平成18年度　263,540人 （102.7％）


成果実績 人 -


％ - 106.5 -







事業担当部局による自己点検（見直しの余地）


〈事業番号/事業名〉
事業番号２-９／医師確保、救急・周産期対策の補助金等（一部モデル事業）
〈結果〉
予算要求の縮減（半額）
〈とりまとめコメント〉
「要求どおり」は、０名である。その背景としては、昨日議論した診療報酬の見直しと組み合わせた形で本補助金を有効なものにすると
いうのが、本WG の思いだと考える。
したがって、このWG の判断としては、「予算半額」を結論としたい。
今後の診療報酬見直しの経緯を見ながら、真に必要ならば平成２２年度補正予算での対応もありえると考える。平成２２年度当初予算
についても、真に必要な事項に絞ることとし、支給する方法、内容、支給先についても厚生労働省の政務三役としっかりと相談してもら
いたい。


【予算要求の縮減】
平成22年度概算要求額　　 574億円　→　平成22年度予算　 308億円（▲266億円）
○　診療報酬改定を踏まえた削減（▲４１億円）
　（主な事業）
　　・医師事務作業補助者設置支援事業
　　・医師交代勤務導入促進事業
　　・短時間正規雇用支援事業　　　　　　など
○　真に必要な事業への絞り込みに伴う削減（▲２２５億円）
　（主な見直し事項）
　　・新規要求事業の見直し
　　　　　→　新人看護職員研修事業など
　　・類似事業の統合
　　　　→　女性医師等就労支援事業、女性医師等就労環境改善緊急対策事業など
     ・事業内容の精査（執行状況の反映を含む）
　　　　→　管制塔救急医療機関支援事業、小児救急関係事業など


仕分けの結果/取りまとめコメント


事
業
仕
分
け
第
1
弾
・
第
2
弾
の
結
果
等


対応状況（平成22年度予算への反映、制度見直し等）


対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し等）


行
政
事
業
レ
ビ


ュ
ー
の
結
果
等


特
記
事
項


平成１８年度～医師確保対策開始
昭和５２年～救急医療対策開始
平成８年～周産期医療対策開始


〈チームの所見〉


〈レビューシート番号・事業名〉


〈公開プロセスの結果・取りまとめコメント〉　※公開プロセス対象事業の場合、記入


予算監視・効率化チームの所見等


※別紙１参照







※平成21年度実績を記入


資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


※別紙２参照


位：百万円）







A. E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計


費　目 使　途
金　額


(百万円）


0計 0


B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）


0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）
計 0 計


C. G.


金 額 金 額


※別紙２参照


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計


金　額
(百万円）


費　目


0


D. H.


計 0


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0計 0


使　途







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


職員総数


常勤役員数


内、官庁ＯＢ


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1


4


3


2


5


6


8


9


10


7


/ / //非常勤役員数


役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


監事等


※別紙２参照


※別紙２参照







○行政事業レビューの結果等


レビュー
シートNo.


事業名 事業担当部局による自己点検（見直しの余地） 予算監視・効率化チームの所見
対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し


等）
備考


22
中毒情報センター情報基盤
整備費


システム運用経費について、平成２１年度に見直しを行
い、データ入力経費の一部を縮減するなど効率化に努め
ているところである。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


23
救急医療支援センター運営
事業


21年度新規事業であり、満額執行しているところである
が、今後、システムの運用経費（コンピューター借料、回
線使用料、電話料、サーバーの借料及び使用料）の効
率化等を踏まえ、所要経費については随時見直す。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


24
救急医療従事者の育成・確
保


救急搬送件数の増加や疾病構造の変化や高齢化に伴う
救急患者の変化に対応していくために研修内容の充実を
図っていく必要がある。
また、診療報酬の仕組みでは医師への直接的な手当の
支給は困難であり、引き続き財政支援を行う必要があ
る。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、事業実施箇所数
を見直すこと等により予算の縮減を図る必要がある。


救急医療専門領域医師研修事業について、執行状況を
勘案し、実施箇所数等を見直したことによる削減


ドクターヘリの運行経費については、各都道府県における
導入計画を基に予算計上してきたところであるが、年度
後半に導入を行う場合などは 年度内の出動回数が少


別紙１


25 ドクターヘリの導入促進
後半に導入を行う場合などは、年度内の出動回数が少
なくなることから不用の要因となってきた。
このため、２２年度予算においては、都道府県における導
入時期を詳細に把握することで、事業規模の適正化に努
めているところである。


ドクターヘリの導入計画を詳細に把握したうえで、予算と
執行の乖離が生じないように努める必要がある。


－


26
へき地における医療提供体制
整備の支援


予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算要求の
方法について改善していく点がある場合には、的確に予
算に反映して参りたい。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、事業実施箇所数
を見直すこと等により予算の縮減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、実施箇所数等を見直したことによる
削減


27
へき地における医療提供等の
実施


予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算要求の
方法について改善していく点がある場合には、的確に予
算に反映して参りたい。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、事業実施箇所数
を見直すこと等により予算の縮減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、実施箇所数等を見直したことによる
削減


29
地域医療確保支援モデル事
業


当該事業に関しては、１９年度から行ってきたところである
が、モデル事業としては役割を終えているとかんがえられ
ることから、事業を廃止した。


本事業の目的は概ね達成されたと判断し、平成２１年度
をもって廃止している。


－


30
産科医・産科医療機関の確
保


２１年度の執行実績に基づき２２年度の事業規模を見直
したところである。
なお、分娩を取り扱う産科医が不足している現状から、地
域のお産を支える産科医等の処遇改善は重要な課題で
あるが、診療報酬の仕組みでは医師への直接的な手当
の支給は困難なため、引き続き財政支援を行う必要があ
る。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、補助対象数を見
直す等により予算の縮減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、補助対象数の見直しによる減額。


別紙１
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31
災害時における医療提供体
制の確保


平成23年度までに、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）に係
る研修を重点的に進め、1000 チームまで増強し、東南
海・南海地震等の広域的な地震が発生した場合にも
（217 チームが必要と想定）所要の人員を被災地外の他
の地域から確保できるよう、災害救助体制を強化が必要
であるため、平成２１年度末までに７０３チームを養成した
ところである。
災害救助体制を強化の観点から引き続きＤＭＡＴ養成研
修の実施、災害時を想定した実動訓練、情報を共有す
るためのネットワークを構築することが必要である。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


34 医師交代勤務導入促進事業


当該事業は、昨年度の行政刷新会議の事業仕分けにお
いて、「診療報酬の見直し」と組み合わせて考え、「予算
要求の縮減（半減）」との評価結果を受け、診療報酬で
対応することとし、平成21年度限りで廃止した。


本事業の必要性を検討のうえ、平成21年度をもって廃
止している。


－


43 地域医療支援中央会議


医師不足地域に対する国レベルの緊急臨時的医師派遣
システムの構築のための会議であり、２１年度は都道府県
からの緊急臨時的医師派遣の要請がなかったため、開
催していないが、現在も医師の地域偏在、診療科偏在の
状況であり、国による緊急臨時的医師派遣を行わなけれ


都道府県からの緊急臨時的医師派遣の要請により「地
域医療支援中央会議」を開催することになっているとのこ
とであるが、毎年の執行状況及び本事業の必要性を検
討し 予算の適正化に努めること


－
状況であり、国による緊急臨時的医師派遣を行わなけれ
ばならない可能性がある。
このため、本予算については、引き続き確保したい。


討し、予算の適正化に努めること。


44
地域医療推進専門家養成事
業


地域完結型の医療提供体制を構築するため、地方自治
体における医療政策のリーダーの要請をするとともに、
リーダー間の交流を図ることが必要である。このため本予
算については、引き続き確保したい。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


45 緊急臨時的医師派遣経費
事業規模からすると、派遣登録医師数が少ないことか
ら、平成２２年度から緊急臨時的医師派遣登録等事業
については廃止した。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


47 救急患者の受入体制の充実


予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算要求の
方法について改善していく点がある場合には、的確に予
算に反映して参りたい。
なお、２１年度、２２年度において、救急医療情報システ
ムの機能強化等にかかる実証事業を行っているところで
あり、実証事業で把握したデータを基に、有効な付加機
能については都道府県に情報提供を行うことで、精度の
高い救急医療の情報提供体制の整備を図る必要があ
る。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
平成２１年度に予算額を大幅に増加したが、執行状況が
伸びなかったために平成２２年度に執行状況を反映して
いるところであるが、さらに予算と執行の乖離の要因等を
精査し、事業実施箇所数等を見直すことにより予算の縮
減を図る必要がある。


管制塔救急医療機関支援事業、受入困難事案患者受
入医療機関支援事業及び診療協力支援事業について、
執行状況を勘案し、実施箇所数等を見直したことによる
削減
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48 患者・家族対話推進事業


執行率が低い理由として他事業との事業領域重複や対
象事業がいまだ国内において認知の低い分野であること
があげられる。
懇談会事業については、地域住民への医療情報の啓発
事業などは、同じ地域医療対策事業に位置づけられる医
療連携体制推進事業で補助する内容と部分的に重複し
ていることから、23年度要求においては医療連携体制推
進事業の対象メニューを追加することで事業統合を行う
予定。
院内相談員養成研修事業については、医師等と患者・
家族が十分な対話を重ねて相互理解を深めることは医
療紛争の防止・早期解決に重要であるものの、院内相談
員の定義や業務範囲が定まっておらず、それゆえに研修
プログラムの作成、実施が進まなかった現状があるため、
今後はまず院内相談員という用語を医療対話仲介者と
し、医療従事者と患者側のコミュニケーションの仲立ちを
する者という位置づけを明確にするとともに、その業務内
容の整理、標準研修カリキュラムや管理者研修カリキュ
ラムの検討及び作成を行うこととする。


廃止 事業実績等を踏まえ廃止


49
女性医師等就労環境改善緊
急対策事業


21年度からの事業であるが、医療機関において女性医
師支援のための仕組みを制度として構築することは金銭
的負担以外の支障が多いことや、女性医師の代替医師
の確保が難しいといったことからも低い執行率となった。
22年度は「女性医師等就労支援事業 とし 他事業と事


特になし -
21年度をもっ
て他事業へ
統合し 廃止


22年度は「女性医師等就労支援事業」として他事業と事
業統合を行い、より活用されやすいように見直した。


統合し、廃止


52 医療施設の設備整備の支援
予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算要求の
方法について改善していく点がある場合には、的確に予
算に反映して参りたい。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、効率的な執行に努めること。


－


53 医療施設の施設整備の支援
予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算要求の
方法について改善していく点がある場合には、的確に予
算に反映して参りたい。


本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね
妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


54 小児救急医療体制の充実


２１年度の執行実績に基づき２２年度の事業規模を見直
したところであり、また、重篤な小児救急患者を受け入れ
る医療機関が不足していることから、事業の実績を踏ま
えて、有効な支援策を検討していく必要がある。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、執行率の低調な
事業については事業実施箇所数等を見直すことにより予
算の縮減を図る必要がある。


小児救急地域医師研修事業、小児初期救急センター運
営事業、小児救急医療支援事業、小児救急医療拠点
病院運営事業について、執行状況を勘案し、実施箇所
数等を見直したことによる削減


55 共同利用型病院運営事業
22年度予算において、執行状況を反映させて、事業規
模（予算額）の見直しを行ったところである。


予算と執行の乖離の要因等を精査し、平成２２年度より
予算の縮減を図っている。


－


56 救命救急センター運営事業


人口の高齢化や疾病構造の変化に伴い、脳卒中患者や
心筋梗塞患者等、専門性の高い救急患者への対応の機
会が増える中で、救命救急センターにおいても、専門性
の高い救急医療が提供できるよう、さらなる体制整備が
必要。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、事業実施箇所数
等を見直すことにより予算の縮減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、実施箇所数等を見直したことによる
削減
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57
自動体外式除細動機（ＡＥＤ）
普及啓発事業


22年度予算において、執行状況を反映させて、事業規
模（予算額）の見直しを行ったところである。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、経年的に事業見
直しを行っているところであるが、事業実施箇所数等を見
直すことにより、さらなる予算の縮減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、実施箇所数を見直したことによる削
減


58 周産期医療体制の確保


地域において安心して産み育てることのできる医療の確
保を図ることは依然として重要。また、NICU（新生児集中
治療室）については、今年１月に閣議決定した「子ども・子
育てビジョン」において、平成26年度までに出生１万人当
たり25～30床にすることを目標に更なる整備に取り組ん
でいくこととしている。
なお、予算額と執行額の乖離の理由を分析の上、予算
要求の方法について改善していく点がある場合には、的
確に予算に反映して参りたい。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、執行率の低調な
事業については事業規模等を見直すことにより予算の縮
減を図る必要がある。


執行状況を勘案し、周産期母子医療センターの運営に
かかる事業規模を見直し


59
小児科・産科連携病院等協
力体制促進事業


執行実績が無いことから、22年度予算において、事業規
模（予算額）の大幅縮減を行ったところであるが、現場で
取り組み易くなるような事業内容の見直しが必要。


本事業の必要性を見直し、平成２２年度で廃止している
ところであり、、平成２２年度についても予算の効率的な
執行が図られるよう努めること。


廃止


平成２２年度予算額については、２１年度の執行状況を
考慮し、予算額を減額した。なお、予算額と執行額の乖 一部改善（執行状況を予算要求に反映）


62 医師派遣等推進事業
考慮し、予算額を減額した。なお、予算額と執行額の乖
離の理由を分析の上、予算要求の方法について改善し
ていく点がある場合には、的確に予算に反映してまいりた
い。


部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、平成２２年度に予
算の縮減を図っている。


－


63 短時間正規雇用支援事業


当該事業は、昨年度の行政刷新会議の事業仕分けにお
いて、「診療報酬の見直し」と組み合わせて考え、「予算
要求の縮減（半減）」との評価結果を受け、診療報酬で
対応することとし、平成21年度限りで廃止した。


本事業の必要性を検討のうえ、平成21年度をもって廃
止している。


－


64
医師事務作業補助者設置支
援事業


当該事業は、昨年度の行政刷新会議の事業仕分けにお
いて、「診療報酬の見直し」と組み合わせて考え、「予算
要求の縮減（半減）」との評価結果を受け、診療報酬で
対応することとし、平成21年度限りで廃止した。


本事業の必要性を検討のうえ、平成21年度をもって廃
止している。


－


65 女性医師等就労支援事業


当該事業は、平成22年度において、医政局総務課の
「女性医師等就労環境改善緊急対策事業」と統合整理
を行ったところである。また、平成22年4月に都道府県に
対して「ニーズ調査」を行い、当該事業の現行の問題点
や改善点等回答が寄せられたところである。この回答結
果を今後の予算要求に活かしてまいりたい。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、病院研修経費等
を見直すことにより予算の縮減を図る必要がある。


平成22年度予算の執行状況を勘案し、病院研修経費の
積算内容を見直し
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68


看護職員専門分野研修事業
（都道府県向け）
※看護職員資質向上推進事
業費の一事業


当該事業の目的を効果的・効率的に実現できるよう、各
都道府県に対するニーズ調査等により実態把握を行い、
その結果を踏まえ必要に応じ事業の実施方法等の改善
を図る。


一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
本事業の必要性を見直し、優先順位を付けるなど効率
化を図ること。


22年度の執行見込みに基づいた、実施箇所数の見直し
による不用相当額の削減。


69 協働推進研修事業


都道府県から事業採択にかかる情報収集に努め、原因
分析を行うとともに看護職員など医療関係職種の専門性
を高め、チーム医療の下、役割分担を積極的に推進でき
るようにしていく。
また、現在検討を進めている『一般看護師の行える医行
為』について、検討結果を踏まえた事業の見直しが今後
の課題である。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、平成２２年度より
予算の縮減を図っているところであるが、実施箇所数等
の見直しによりさらなる予算の縮減を図る必要がある。


22年度の執行見込みに基づいた、実施箇所数の見直し
等による不用相当額の削減。


73 病院内保育所運営事業


都道府県や医療施設において煩雑な事務処理が負担と
なっているとの意見が多く、可能な限り事務処理の簡素
化を図ることを今後の課題とする。
また、当該事業の目的を効果的・効率的に実現できるよ
う、各都道府県に対するニーズ調査等により実態把握を
行い、その結果を踏まえ必要に応じ事業の実施方法等の
改善を図る。


一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
本事業の必要性を見直し、優先順位を付け事業実施箇
所数等を見直すなど効率化を図ること。


22年度の執行見込みに基づいた、実施箇所数の見直し
による不用相当額の削減。


出産育児等により離職された女性医師が、再度職場復
帰を希望するケースは増加しているが 仕事と家庭を両 一部改善（費用対効果を検証のうえポスター・パンフレッ


76 女性医師支援センター事業


帰を希望するケースは増加しているが、仕事と家庭を両
立するため、就業希望条件にあった医療機関を探すこと
は時間的に制限があるため、当該事業による職業斡旋の
支援は必要である。また、医療機関の病院長等に向けた
講習会の開催は、女性医師の働きやすい職場環境の体
制整備を行っていくうえで必要なものである。


一部改善（費用対効果を検証のうえポスター・パンフレッ
ト等の縮減）
本事業の必要性を見直し、費用対効果を検証のうえ啓
発普及経費であるポスター・パンフレット等を見直すなど
効率化を図ること。


啓発普及経費の見直し


79 看護師等養成所運営費


当該事業の目的を効果的・効率的に実現できるよう、各
都道府県に対するニーズ調査等により実態把握を行い、
その結果を踏まえ必要に応じ事業の実施方法等の改善
を図る。


一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
本事業の必要性を見直し、事業規模等を見直すなど効
率化を図ること。


22年度の執行見込みに基づき、不用相当額を削減。
国及び地方の厳しい財政事情を踏まえ、事業者負担額
の見直し。（基準単価の引き下げ）


85 臨床研修費


将来専門とする分野にかかわらず、患者と良好な信頼関
係の下に患者を全人的に診ることができるよう、①医師と
しての人格を涵養し、②プライマリ・ケアの基本的な診療
能力を修得するとともに、③臨床研修に専念できる環境
を整備すること、を基本的な考え方として、今後とも当該
事業を継続してまいりたい。


本事業の必要性、執行の観点から評価としては概ね妥
当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。


－


98
専門分野における臨床実践
能力の高い看護師育成強化
推進事業


当該事業の目的を効果的・効率的に実現できるよう、各
都道府県に対するニーズ調査等により実態把握を行い、
その結果を踏まえ必要に応じ事業の実施方法等の改善
を図る。


本事業の目的は概ね達成されたと判断し、平成２１年度
をもって廃止している。


－







レビュー
シートNo.


事業名 事業担当部局による自己点検（見直しの余地） 予算監視・効率化チームの所見
対応状況（平成23年度概算要求への反映、制度見直し


等）
備考


99
看護職員専門分野研修事業
（公益法人等団体向け）


当該事業の目的を効果的・効率的に実現できるよう、関
係団体等に対するニーズ調査等により実態把握を行い、
その結果を踏まえ必要に応じ事業の実施方法等の改善
を図る。


一部改善（執行状況を予算要求に反映）
予算と執行の乖離の要因等を精査し、平成２２年度より
予算の縮減を図っているところであるが、実施箇所数等
の見直しによりさらなる予算の縮減を図る必要がある。


22年度の執行見込みに基づいた、実施箇所数の見直し
による不用相当額の削減。


110
診療行為に関連した死亡の
調査分析モデル事業


5年間の事業で受付事例数が当初の計画よりも少なかっ
たため、平成22年度においては、実施主体の変更（日本
内科学会→日本医療安全調査機構）を行うなど今後も
受付事例の増加に向けた事業の見直しを行う予定であ
る。具体的には、モデル地域の受付範囲の拡大、死亡時
画像診断（ＡＩ）の導入、調査分析・評価方法のブラッシュ
アップによる処理期間短縮、などの取組を行い、かつその
取組の検証を行いながら中立的専門機関として全国展
開が実現可能な診療関連死の調査分析に関する事業
モデルの開発を行う。


一部改善（事業の優先度を勘案し縮減） 会議開催回数等を見直して削減


111 産科医療補償制度運営費


平成21年から制度がスタートし、平成22年度から脳性麻
痺の審査も含め平年度化する事業である。平成21年度
に積算内容（原因分析結果報告書作成に係る経費）を
大幅に見直し、平成22年度予算も平成21年度とほぼ同
等の水準で行う。


一部改善（執行状況を予算要求に反映） 会議開催回数等を見直して削減


114
裁判外紛争解決制度活用推
進協議会


予算額と執行額に乖離が生じた場合は理由を分析の
上、的確に予算に反映してまいりたい。


一部改善（事業の優先度を勘案し縮減） 事業実績を踏まえて、会議開催回数を見直して削減
進協議会 上、的確に予算に反映してまいりたい。







別　紙　２







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１８百万円


（１）化学物質等によって起こる急性中毒に


関する次のような情報の収集及び提供


（２） （１）により収集した情報の整理集積


（３）急性中毒に関する情報提供に必要な


基礎資料の作成


（４）２４時間体制で医師の適切な指示が受


けられる体制を確保する。


上記事業を行う財団法人中毒情報セン


ターに対し支援する。


【補助】


Ａ．（財）中毒情報センター


１８百万円


○中毒情報基盤整備事業


て補足する)
(単位:百万円)







計 0 計 0


B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 18 計 0


パソコン接続使用料等 3


旅費 学会等出席旅費 1


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.（財）中毒情報センター E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


人件費
中毒情報センター情報基盤整備
事業の運営に係る人件費


12


報償費 専門医にかかる謝金 2


賃借料


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.補助
落札率


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


10 - -


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数


1 中毒情報センター
現存する製品及び新規化学物質等による急性中毒の治療法等
に関するデータを整理・集積し、迅速に情報提供するための
データベースの整備に必要な経費を補助。


18 - -


法人名 （財）中毒情報センター


役員総数
（官庁OB/役員数）


0/22 常勤役員数 0/0 非常勤役員数 0/22 監事等 0/2


職員総数 27 内、官庁ＯＢ 0 役員報酬総額 0
官庁ＯＢ役員


報酬総額
0







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１０９百万円


「救急医療支援センター」として、小児科を


含む専門医を休日・夜間に常駐させ、ＩＴ


ネットワークを活用する等により、地域の二


次医療機関及び救命救急センターの診断・


治療の支援を行う医療機関に対して財政


支援を行う。


Ａ．大阪府


１０９百万円


【補助】


※定額


Ｂ．大阪大学


１０９百万円


○救急医療支援センター運営事業


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


１０９百万円


「救急医療支援センター」として、小児科を


含む専門医を休日・夜間に常駐させ、ＩＴ


ネットワークを活用する等により、地域の二


次医療機関及び救命救急センターの診断・


治療の支援を行う医療機関に対して財政


支援を行う。


Ａ．大阪府


１０９百万円


【補助】


※定額


Ｂ．大阪大学


１０９百万円


○救急医療支援センター運営事業







計 109 計 0


需用費 消耗品費 10


役務費 システム設置・工事費等 19


人件費 給与 35


備品購入費 HDビデオ会議システム等購入費 45


B.大阪大学 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 109 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.大阪府 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金 救急医療支援センターに対する支
援


109


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 109 計 0れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 - -
10 - -


7 - -
8 - -


5 - -
6 - -


3 - -
4 - -


1 大阪大学


休日・夜間において、脳卒中や心筋梗塞、小児等の診断を行う
専門医を確保し、ＩＴネットワークを活用して救急医療機関から送
信される画像等の診断を行う「救急医療支援センター」の運営に
必要な経費を補助。


109 - -


2 - -


10 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 大阪府


休日・夜間において、脳卒中や心筋梗塞、小児等の診断を行う
専門医を確保し、ＩＴネットワークを活用して救急医療機関から送
信される画像等の診断を行う「救急医療支援センター」の運営に
必要な経費を補助。


109 - -


法人名


役員総数
/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１，９６３百万円


Ａ．４２都道府県


１,９６３百万円


（補助額１位：東京都４９１百万円）


※補助先：都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県２／３以内、市町村２／３以内、事業主２／３以内）


【第二次救急医療機関及び第三次救急医療機関に対する救急勤務医手当の補助】


Ｂ．医療機関


１，９６３百万円 （東京都内訳：４９１百万円）


（補助額１位：東京医科大学病院４５百万円）


【救急勤務医手当】


○救急勤務医支援事業


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


１，９６３百万円


Ａ．４２都道府県


１,９６３百万円


（補助額１位：東京都４９１百万円）


※補助先：都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県２／３以内、市町村２／３以内、事業主２／３以内）


【第二次救急医療機関及び第三次救急医療機関に対する救急勤務医手当の補助】


Ｂ．医療機関


１，９６３百万円 （東京都内訳：４９１百万円）


（補助額１位：東京医科大学病院４５百万円）


【救急勤務医手当】


○救急勤務医支援事業







人件費 救急勤務医手当 45


B.東京医科大学病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 491 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.東京都 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金
第二次救急医療機関及び第三次
救急医療機関に対する救急勤務
医手当の補助


491


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 45 計 0
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 多摩北部医療センター 〃 16 - -


8 杏林大学医学部付属病院 〃 22 - -
9 健康長寿医療センター 〃 17 - -


6 荏原病院 〃 22 - -
7 東京医科大学八王子医療センター 〃 22 - -


4 豊島病院 〃 25 - -
5 東京都立広尾病院 〃 24 - -


2 東京都立墨東病院 〃 41 - -
3 東京都立府中病院 〃 26 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 東京医科大学病院 


救命救急センター及び第二次救急医療機関に勤務する救急医
の処遇改善を図るため、休日・夜間において救急勤務医手当
（宿日直手当や超過勤務手当とは別に）を支給する医療機関に
補助。


45 - -


9 福島県 〃 53 - -
10 福岡県 〃 49 - -


7 広島県 〃 58 - -
8 宮城県 〃 56 - -


5 奈良県 〃 73 - -
6 兵庫県 〃 67 - -


3 愛知県 〃 94 - -
4 京都府 〃 93 - -


1 東京都


救命救急センター及び第二次救急医療機関に勤務する救急医
の処遇改善を図るため、休日・夜間において救急勤務医手当
（宿日直手当や超過勤務手当とは別に）を支給する医療機関に
補助。


491 - -


2 大阪府 〃 243 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


法人名


役員総数
/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】


厚生労働省


１,６０８百万円


Ａ．．１７道府県


１,６０８百万円


（補助額１位：静岡県１６８百万円）


【ドクターヘリ導入施設に対する運航経費等の補助】


補助先：都道府県（間接補助先：市町村、その他厚生労働大臣が認める者）


補助率：１／２（負担割合：国１／２、都道府県１／２）


Ｂ．医療機関


１，６０８百万円 （静岡県内訳：１６８百万円）


（補助額１位：聖隷三方原病院他８４百万円）


【補助】


【ドクターヘリの運航経費】


【医師・看護師にかかる給与費】


【運航調整委員会経費】


○ドクターヘリ導入促進事業


て補足する)
(単位:百万円)







計 84 計 0


会議費 運航調整委員会経費 1


その他 消耗品費等 5


人件費 医師・看護師にかかる給与費 13


運航費 ドクターヘリの運航経費 65


B.聖隷三方原病院 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 168 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.静岡県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金
ドクターヘリ導入施設に対する運
航経費等の補助


168


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 84 計 0れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 - -
10 - -


7 - -
8 - -


5 - -
6 - -


3 - -
4 - -


1 聖隷三方原病院


救命率の向上及び広域患者搬送体制の確保を図るため、救命
救急センターに配備されるドクターヘリ（医師が同乗する救急専
用ヘリコプター）の運航に必要な経費について補助。


84 - -


2 順天堂大学医学部附属静岡病院 〃 84 - -


10 大阪府 〃 84 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 長野県 〃 84 - -
9 愛知県 〃 84 - -


6 埼玉県 〃 84 - -
7 神奈川県 〃 84 - -


4 福島県 〃 84 - -
5 群馬県 〃 84 - -


2 北海道 〃 167 - -
3 千葉県 〃 166 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 静岡県
救命率の向上及び広域患者搬送体制の確保を図るため、救命
救急センターに配備されるドクターヘリ（医師が同乗する救急専
用ヘリコプター）の運航に必要な経費について補助。


168 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】 【補助】


厚生労働省


２１年度２７５百万円


※補助率 １／２


Ａ．都道府県 ２７５百万円


（内訳）上位１０者


東京都 ８８百万円


島根県 １０百万円


徳島県 ９百万円


福井県 ８百万円


沖縄県 ８百万円


香川県 ８百万円


長崎県 ８百万円


三重県 ７百万円


北海道 ７百万円


事業内容


・へき地医療拠点病院等への医療従事者の派遣要請


・へき地医療拠点病院における医師・歯科医師等派遣登録業務、当該人材


のへき地診療所等及び特例措置許可病院への派遣業務に係る指導・調整


・ へき地医療拠点病院における巡回診療の実施


・ へき地診療所等への医師の派遣（へき地診療所等の医師の休暇時等に


おける代替医師の派遣を含む。）の実施


・ へき地従事者に対する研修計画・プログラムの作成


○へき地医療支援機構運営費


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】 【補助】


厚生労働省


２１年度２７５百万円


※補助率 １／２


Ａ．都道府県 ２７５百万円


（内訳）上位１０者


東京都 ８８百万円


島根県 １０百万円


徳島県 ９百万円


福井県 ８百万円


沖縄県 ８百万円


香川県 ８百万円


長崎県 ８百万円


三重県 ７百万円


北海道 ７百万円


事業内容


・へき地医療拠点病院等への医療従事者の派遣要請


・へき地医療拠点病院における医師・歯科医師等派遣登録業務、当該人材


のへき地診療所等及び特例措置許可病院への派遣業務に係る指導・調整


・ へき地医療拠点病院における巡回診療の実施


・ へき地診療所等への医師の派遣（へき地診療所等の医師の休暇時等に


おける代替医師の派遣を含む。）の実施


・ へき地従事者に対する研修計画・プログラムの作成


○へき地医療支援機構運営費







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


人件費 へき地医療支援機構の運営に係る人件費 88


計 88 計 0


B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 愛媛県　 〃 6 - -


8 三重県　 〃 7 - -
9 北海道　 〃 7 - -


6 香川県　 〃 8 - -
7 長崎県　 〃 8 - -


4 福井県　 〃 8 - -
5 沖縄県　 〃 8 - -


2 島根県　 〃 10 - -
3 徳島県　 〃 9 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 東京都　 へき地医療支援機構を設置し、へき地医療に関する企画・調整等を行う 88 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】


【補助】


厚生労働省


２１年度１，３１７百万円


※補助率 １／３、１／２、


２／３


Ａ．都道府県 １，３１７百万


円


（内訳）上位１０者


鹿児島県 １７６百万円


沖縄県 １６８百万円


北海道 ８５百万円


長崎県 ８４百万円


福岡県 ５７百万円


岡山県 ５５百万円


佐賀県 ４５百万円


栃木県 ４４百万円


Ｂ．医療機関 １，３１７百万円


（鹿児島県内訳 １７６百万円）上位１０者


口永良部島診療所 １８百万円


野間池診療所 １４百万円


永田へき地出張診療所 １３百万円


中之島診療所 １２百万円


黒島へき地診療所 １０百万円


硫黄島へき地診療所 １０百万円


宝島診療所 ９百万円


悪石島診療所 ８百万円


平島診療所 ７百万円


小宝島診療所 ７百万円


【補助】


○へき地保健医療対策費


○へき地診療助等医師確保支援事業


○へき地保健医療対策費


○へき地保健指導所


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】


【補助】


厚生労働省


２１年度１，３１７百万円


※補助率 １／３、１／２、


２／３


Ａ．都道府県 １，３１７百万


円


（内訳）上位１０者


鹿児島県 １７６百万円


沖縄県 １６８百万円


北海道 ８５百万円


長崎県 ８４百万円


福岡県 ５７百万円


岡山県 ５５百万円


佐賀県 ４５百万円


栃木県 ４４百万円


Ｂ．医療機関 １，３１７百万円


（鹿児島県内訳 １７６百万円）上位１０者


口永良部島診療所 １８百万円


野間池診療所 １４百万円


永田へき地出張診療所 １３百万円


中之島診療所 １２百万円


黒島へき地診療所 １０百万円


硫黄島へき地診療所 １０百万円


宝島診療所 ９百万円


悪石島診療所 ８百万円


平島診療所 ７百万円


小宝島診療所 ７百万円


【補助】


事業内容


・巡回診療等によるへき地住民の医療の確保


・へき地診療所等への代診医等の派遣及び技術指導、援助


・特例措置許可病院への医師の派遣


・派遣医師等の確保


・へき地の医療従事者に対する研修及び研究施設の提供


・遠隔医療等の各種診療支援


○へき地保健医療対策費


○へき地診療助等医師確保支援事業


○へき地保健医療対策費


○へき地保健指導所







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.鹿児島県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 へき地診療所等に対する運営費に係
る補助


176


計 176 計 0


B.口永良部島診療所 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


人件費 給与費（医師、看護師、事務職員） 14


その他 医療材料費、備品購入費 4


計 18 計 0


C G
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


C. G.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 平島診療所　　　   　　　 〃 7 - -
10 小宝島診療所  　　　　　 〃 7 - -


7 宝島診療所 〃 9 - -
8 悪石島診療所 〃 8 - -


5 黒島へき地診療所 〃 10 - -
6 硫黄島へき地診療所 〃 10 - -


3 永田へき地出張診療所 〃 13 - -
4 中之島診療所 〃 12 - -


1 口永良部島診療所 へき地における住民の医療の確保を行う 18 - -


2 野間池診療所 〃 14 - -


10 長野県　 〃 41 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 栃木県　 〃 44 - -
9 島根県　 〃 41 - -


6 岡山県　 〃 55 - -
7 佐賀県　 〃 45 - -


4 長崎県　 〃 84 - -
5 福岡県　 〃 57 - -


2 沖縄県　 〃 168 - -
3 北海道　 〃 85 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 鹿児島県 へき地診療所等を運営し、へき地における住民の医療の確保を行う 176 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】


厚生労働省


２１年度１７９百万円


※補助率 １／２


※基準額 ２５，０００千円


A 都道府県 １７９百万円


青森県 １３百万円


東京都 １３百万円


山梨県 １３百万円


滋賀県 １３百万円


大阪府 １３百万円


和歌山県 １３百万円


島根県 １３百万円


徳島県 １３百万円


大分県 １３百万円


奈良県 １２百万円


【事業内容】


都道府県が医師確保対策をはじめとした地域医療の確保のために行う、全国的なモデルとな


る創意工夫を凝らした事業


（例）


・医学生に対する周産期医療分野への積極的な誘導を目的とした研修の実施


・地域医療の支援に意欲を持つ医師を都道府県職員として採用し、一定期間へき地医療機


関へ派遣


○地域医療確保支援モデル事業


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】


厚生労働省


２１年度１７９百万円


※補助率 １／２


※基準額 ２５，０００千円


A 都道府県 １７９百万円


青森県 １３百万円


東京都 １３百万円


山梨県 １３百万円


滋賀県 １３百万円


大阪府 １３百万円


和歌山県 １３百万円


島根県 １３百万円


徳島県 １３百万円


大分県 １３百万円


奈良県 １２百万円


【事業内容】


都道府県が医師確保対策をはじめとした地域医療の確保のために行う、全国的なモデルとな


る創意工夫を凝らした事業


（例）


・医学生に対する周産期医療分野への積極的な誘導を目的とした研修の実施


・地域医療の支援に意欲を持つ医師を都道府県職員として採用し、一定期間へき地医療機


関へ派遣


○地域医療確保支援モデル事業







C G


計 0 計 0


B.青森県 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 13 計 0


学会出席旅費 1


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.　東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


人件費 派遣医師の人件費 12


旅費


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 奈良県　 〃 12 - -


8 徳島県　 〃 13 - -
9 大分県　 〃 13 - -


6 和歌山県 〃 13 - -
7 島根県　 〃 13 - -


4 滋賀県　 〃 13 - -
5 大阪府　 〃 13 - -


2 東京都　 〃 13 - -
3 山梨県　 〃 13 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 青森県　
医師確保対策をはじめとした地域医療の確保のために行う全国
的なモデルとなる創意工夫を凝らした事業に対する補助。


13 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】


厚生労働省


２１年度２，１６５百万円


※補助率 １／３


Ａ．都道府県 ２，１６５百万円


（内訳）上位１０者


大阪府 ２６５百万円


福岡県 １３８百万円


神奈川県 １２６百万円


愛知県 １２２百万円


東京都 １１０百万円


兵庫県 ９７百万円


北海道 ９３百万円


千葉県 ７０百万円


茨城県 ６８百万円


静岡県 ６１百万円


Ｂ．医療機関 ２，１６５百万円


（大阪府内訳 ２６５百万円）上位１０者


社会福祉法人愛染橋病院 ７百万円


社会医療法人愛仁会高槻病院 ７百万円


府立母子保健総合医療センター ７百万円


小阪産病院 ７百万円


社会医療法人愛仁会千船病院 ７百万円


社会医療法人生長会府中病院 ６百万円


市立泉佐野病院 ６百万円


医療法人定生会谷口病院 ６百万円


済生会吹田病院 ５百万円


大阪市立総合医療センター ５百万円


【補助】


○産科医等育成・確保支援事業


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】


厚生労働省


２１年度２，１６５百万円


※補助率 １／３


Ａ．都道府県 ２，１６５百万円


（内訳）上位１０者


大阪府 ２６５百万円


福岡県 １３８百万円


神奈川県 １２６百万円


愛知県 １２２百万円


東京都 １１０百万円


兵庫県 ９７百万円


北海道 ９３百万円


千葉県 ７０百万円


茨城県 ６８百万円


静岡県 ６１百万円


Ｂ．医療機関 ２，１６５百万円


（大阪府内訳 ２６５百万円）上位１０者


社会福祉法人愛染橋病院 ７百万円


社会医療法人愛仁会高槻病院 ７百万円


府立母子保健総合医療センター ７百万円


小阪産病院 ７百万円


社会医療法人愛仁会千船病院 ７百万円


社会医療法人生長会府中病院 ６百万円


市立泉佐野病院 ６百万円


医療法人定生会谷口病院 ６百万円


済生会吹田病院 ５百万円


大阪市立総合医療センター ５百万円


【補助】


事業内容


・産科医等に対し分娩手当等の支給


・臨床研修修了後の専門的な研修において、産科を選択する医師に対し、研


修医手当等を支給


○産科医等育成・確保支援事業







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.大阪府 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 産科医療機関に対する手当等に係る
補助


265


計 265 計 0


B.社会福祉法人愛染橋病院 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


人件費 産科医に対する分娩手当 7


計 7 計 0


C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 済生会吹田病院　　　　　　　 〃 5 - -
10 大阪市立総合医療センター　　 〃 5 - -


7 市立泉佐野病院　　　　　　　 〃 6 - -
8 医療法人定生会谷口病院　　　 〃 6 - -


5 社会医療法人愛仁会千船病院 〃 7 - -
6 社会医療法人生長会府中病院　 〃 6 - -


3 府立母子保健総合医療センター 〃 7 - -
4 小阪産病院         〃 7 - -


1 社会福祉法人愛染橋病院　　　
産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、産科医等に分
娩手当等を支給。


7 - -


2 社会医療法人愛仁会高槻病院　 〃 7 - -


10 静岡県　 〃 61 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 千葉県　 〃 70 - -
9 茨城県　 〃 68 - -


6 兵庫県　 〃 97 - -
7 北海道　 〃 93 - -


4 愛知県　 〃 122 - -
5 東京都　 〃 110 - -


2 福岡県　 〃 138 - -
3 神奈川県 〃 126 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 大阪府　
産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、産科医等に分
娩手当等を支給。


265 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１０１百万円


Ａ 【委託（企画競争）】


独立行政法人国立病院機構


災害医療センター


委託費３３百万円


Ｂ 【委託（企画競争）】


兵庫県災害医療センター


委託費３３百万円


災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）


として、災害時に限られた医療


物資や場所・時間、また人的制


約を受けるなど、非常に厳しい


環境を想定した医療活動や、ト


リアージや航空機内での医療


提供など特殊かつ専門的な知


識を受講者に習得させるため


の研修を行う。


災害派遣医療チーム（ＤＭＡ


Ｔ）として、災害時に限られた


医療物資や場所・時間、また


人的制約を受けるなど、非常


に厳しい環境を想定した医療


活動や、トリアージや航空機


内での医療提供など特殊かつ


専門的な知識を受講者に習得


させるための研修を行う。


Ｃ 【委託（企画競争）】


株式会社エヌ・ティ・ティデータ


ヘルスケアシステム事業本部


１６百万円


災害時における全国ネットの災


害医療に係る総合的な情報を共


有し、被災地域での迅速かつ適


切な医療・救護に関わる各種情


報の集約・提供を行うためのシ


ステム経費。


Ｄ 【委託（企画競争）】


財団法人日本中毒情報セン


ター


ＮＢＣ（核、生物、科学）災害及びテ


ロに対し、適切な対応ができる医


師等を養成するため、ＭＢＣ災害・


テロに関する専門知識、技術及び


危機管理能力を習得するための研


修を開催する。


Ｅ 【補助】


独立行政法人国立病院機構災


害医療センター


１０百万円


災害時における全国ネットの災害医


療に係る総合的な情報を共有し、被


Ｆ 【補助】


都道府県


１百万円


（災害拠点病院等活動費）


◎災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の


総合防災訓練に参加するために要する


経


○【Ａ、Ｂ】災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修事業


○【Ｃ】広域災害・救急医療情報システム使用料


○【Ｄ】ＮＢＣ災害・テロ対策研修事業


○【Ｅ】災害医療調査ヘリコプター運営事業


○【Ｆ】災害拠点病院等活動費


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


１０１百万円


Ａ 【委託（企画競争）】


独立行政法人国立病院機構


災害医療センター


委託費３３百万円


Ｂ 【委託（企画競争）】


兵庫県災害医療センター


委託費３３百万円


災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）


として、災害時に限られた医療


物資や場所・時間、また人的制


約を受けるなど、非常に厳しい


環境を想定した医療活動や、ト


リアージや航空機内での医療


提供など特殊かつ専門的な知


識を受講者に習得させるため


の研修を行う。


災害派遣医療チーム（ＤＭＡ


Ｔ）として、災害時に限られた


医療物資や場所・時間、また


人的制約を受けるなど、非常


に厳しい環境を想定した医療


活動や、トリアージや航空機


内での医療提供など特殊かつ


専門的な知識を受講者に習得


させるための研修を行う。


Ｃ 【委託（企画競争）】


株式会社エヌ・ティ・ティデータ


ヘルスケアシステム事業本部


１６百万円


災害時における全国ネットの災


害医療に係る総合的な情報を共


有し、被災地域での迅速かつ適


切な医療・救護に関わる各種情


報の集約・提供を行うためのシ


ステム経費。


Ｄ 【委託（企画競争）】


財団法人日本中毒情報セン


ター


ＮＢＣ（核、生物、科学）災害及びテ


ロに対し、適切な対応ができる医


師等を養成するため、ＭＢＣ災害・


テロに関する専門知識、技術及び


危機管理能力を習得するための研


修を開催する。


Ｅ 【補助】


独立行政法人国立病院機構災


害医療センター


１０百万円


災害時における全国ネットの災害医


療に係る総合的な情報を共有し、被


災地域での迅速かつ適切な医療・救


護に関わる各種情報の集約・提供を


行うためのシステム経費。


Ｆ 【補助】


都道府県


１百万円


（災害拠点病院等活動費）


◎災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の


総合防災訓練に参加するために要する


経


費の補助


◎災害時に出動したＤＭＡＴの活動に要する


経費の補助


○【Ａ、Ｂ】災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修事業


○【Ｃ】広域災害・救急医療情報システム使用料


○【Ｄ】ＮＢＣ災害・テロ対策研修事業


○【Ｅ】災害医療調査ヘリコプター運営事業


○【Ｆ】災害拠点病院等活動費







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.独立行政法人国立病院機構災害医療センター E.独立行政法人国立病院機構災害医療センター


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


人件費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る謝金、賃金


16
使用料及び


賃借料
ヘリコプターチャーター費 10


使用料及び
賃借料


災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る大型バス、レンタカー等
の賃借代


4


旅費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る旅費


10


印刷製本費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る隊員登録証、マニュア
ル、資料等の印刷代


3


B.兵庫県災害医療センター F.都道府県


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 33 計 10


印刷製本費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る隊員登録証、マニュア
ル、資料等の印刷代


9


人件費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る謝金、賃金


12 旅費
国主催の総合防災訓練への参加
旅費


1


使用料及び
賃借料


災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る大型バス、レンタカー等 4


旅費
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研
修に係る旅費


8


ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


賃借料
修 係る大型 、 ンタカ 等
の賃借代


C.株式会社エヌ・ティ・ティデータヘルスケアシステム事業本部 G.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 33 計 1


使用料及び
賃借料


広域災害・救急医療情報システム
使用料


16


D.財団法人日本中毒情報センター H.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 16 計 0


印刷製本費
ＮＢＣ災・テロ対策研修事業に係る
テキスト印刷代


3


旅費
ＮＢＣ災・テロ対策研修事業に係る
講師等旅費


3


人件費
ＮＢＣ災・テロ対策研修事業に係る
講師謝金


2


計 8 計 0







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


Ｃ.支出先上位10者リスト


Ｄ.支出先上位10者リスト


3 - -


1
財団法人日本中毒情報セ
ンター


ＮＢＣ（核、生物、化学）災害及びテロ発生時に適切な対応がで
きる医師等を養成するため、ＮＢＣ災害・テロに関する専門知
識、技術及び機器管理能力を習得するための研修を行う。


16 随意契約 -


2 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1
株式会社エヌ・ティ・ティ
データヘルスケアシステ
ム事業本部


災害時における全国ネットの災害医療に係る総合的な情報を共
有し、被災地域での迅速かつ適切な医療・救護に関わる各種情
報の集約・提供を行うためのシステム経費。


16 随意契約 -


5 - -


3 - -
4 - -


1 兵庫県災害医療センター
災害発生時に迅速な派遣が可能な災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
Ｔ）の研修を行う。


33 随意契約 －


2 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1
独立行政法人国立病院
機
構災害医療センター


災害発生時に迅速な派遣が可能な災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
Ｔ）の研修を行う。


33 随意契約 －


Ｅ.支出先上位10者リスト


Ｆ.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


9 宮城県 〃 0.04 - -
10 石川県 〃 0.03 - -


7 山形県 〃 0.06 - -
8 栃木県 〃 0.06 - -


5 千葉県 〃 0.13 - -
6 高知県 〃 0.07 - -


3 富山県 〃 0.19 - -
4 兵庫県 〃 0.14 - -


1 群馬県
災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が国主催の総合防災訓練に参
加するために要する経費の補助


0.47 - -


2 新潟県 〃 0.31 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1
独立行政法人国立病院
機
構災害医療センター


災害発生時の被災地の医療調査を行うためのヘリコプターの
チャーターに要する経費を措置し、災害発生時に迅速に対応で
きるための体制を整備する。


16 - -


5 - -
4 - -


法人名 （財）中毒情報センター


役員総数
（官庁OB/役員数）


0/22 常勤役員数 0/0 非常勤役員数 0/22 監事等 0/2


職員総数 27 内、官庁ＯＢ 0 役員報酬総額 0
官庁ＯＢ役員


報酬総額
0







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


　
　事業名 ： 医師交代勤務導入促進事業


厚生労働省


６１百万円


〔補助金の交付決定〕


医師交代勤務導入促進事業の実施の補助


A. 都道府県


６１百万円


（内訳）


東京都 １３百万円


大阪府 ９百万円


兵庫県 ９百万円


鹿児島県 ９百万円


和歌山県 ６百万円


群馬県 ５百万円


愛知県 ４百万円


千葉県 ３百万円


三重県 ３百万円


岩手県 ０．３百万円


〔医師交代勤務導入促進事業の実施の補助〕


位：百万円）


厚生労働省


６１百万円


〔補助金の交付決定〕


医師交代勤務導入促進事業の実施の補助


A. 都道府県


６１百万円


（内訳）


東京都 １３百万円


大阪府 ９百万円


兵庫県 ９百万円


鹿児島県 ９百万円


和歌山県 ６百万円


群馬県 ５百万円


愛知県 ４百万円


千葉県 ３百万円


三重県 ３百万円


岩手県 ０．３百万円


〔医師交代勤務導入促進事業の実施の補助〕


Ｂ 医療機関


６１百万円


（内訳）


愛育病院 ５百万円


東京女子医科大学病院 ４百万円


公立昭和病院 ４百万円


〔医師交代勤務導入促進事業の実施〕







医師交代勤務導入促進事業の実
施の補助


13補助金


B. 愛育病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 13 計 0


人件費 医師確保経費 5


計 5 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト


B.支出先上位リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 大阪府 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 9


1 東京都 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 13


4 鹿児島県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 9


3 兵庫県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 9


6 群馬県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 5


5 和歌山県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 6


8 千葉県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 3


7 愛知県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 4


0.3


9 三重県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助 3


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


10 岩手県 医師交代勤務導入促進事業の実施の補助


支出先 業務概要


官庁ＯＢ役員


非常勤役員数 / 監事等 /


支出額
（百万円）


入札者数 落札率


3 公立昭和病院 医師交代勤務導入促進事業の実施 4


医師交代勤務導入促進事業の実施 5


2 東京女子医科大学病院 医師交代勤務導入促進事業の実施 4


1 愛育病院


官庁ＯＢ役員
報酬総額


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







【庁費】


厚生労働省


２２年度予算 ３百万円


A 都道府県事例集の印刷製本経費


※平成２１年度は執行が無かったため、平成２２年度予算額ベースで作成


○地域医療支援中央会議







C G


計 0 計 0


B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A. E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


実績なし


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 - -


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 執行実績無し - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【国立保健医療科学院にて執行】


厚生労働省


２１年度執行額２百万円


国立保健医療科学院 ２百万円


【事業概要】


・地域医療政策の戦略マネジメント技法の研修並びに実践演習


・医療政策の経済評価に係る研修 等


○地域医療推進専門家養成事業


て補足する)
(単位:百万円)







B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 2 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.国立保健医療科学院 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


諸謝金
地域医療専門推進家養成事業に
係る講師謝金


2


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 - -


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 国立保健医療科学院
地域医療従事者について、地域における医療政策の「キャリア
形成システム」の研修に係る経費。


2 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


２１年度１５百万円


A（社）地域医療振興協会


１５百万円


【委託】


【事業概要】


緊急臨時的医師派遣に関して、派遣に応じる退職医師等の公募、公募に応じた医師の登録、


派遣の実施に当たり派遣先との条件の調整等を行う。


○緊急臨時的医師派遣経費


て補足する)
(単位:百万円)







B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 15 計 0


賃金職員の給与 5


借料及び損
料


事務所の賃貸料等 1


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.（社）地域医療振興協会 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


雑役務費 広告費等 8


非常勤職員
手当て


非常勤職員への手当て 1


賃金


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


10 - -


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 （社）地域医療振興協会
緊急臨時的医師派遣に関して、派遣に応じる退職医師等の公
募、公募に応じた医師の登録、派遣の実施に当たり派遣先との
条件の調整等を行う。


15 - -


職員総数 6316 内、官庁ＯＢ 0 役員報酬総額 413600
官庁ＯＢ役員


報酬総額
12000


法人名 （社）日本地域医療振興協会
※平成22年度においては支出先でないため、平成21年4月1日時点の状況である。
 また、同協会は21年12月に公益社団法人に移行し、現在は内閣府所管法人である。


役員総数
（官庁OB/役員数）


6/41 常勤役員数 2/22 非常勤役員数 4/19 監事等 0/2







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１，７８１百万円


Ａ．４０都道府県


１，７８１百万円


（補助額１１位：東京都５４５百万円）


【補助】


※補助先：都道府県（委託を含む）


地域住民や救急隊に対し救急患者


の受け入れ可能な医療機関の情報


提供を行う救急医療情報センター


（広域災害・救急医療情報システ


ム）の運営を行う。


○救急医療情報センター運営事業


て補足する)
(単位:百万円)







B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 545 計 0


救急医療情報センターの運営に
係る人件費


130


需用費 光熱水料、消耗品費等 11


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.東京都 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


賃借料
救急医療情報センターの運営に
係るコンピューター賃借料


328


役務費
広域災害救急医療データ利用料
等


76


人件費


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


計 計







A.都道府県上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 京都府 〃 43 - -


8 群馬県 〃 48 - -
9 福岡県 〃 44 - -


6 北海道 〃 49 - -
7 茨城県 〃 49 - -


4 神奈川県 〃 60 - -
5 兵庫県 〃 59 - -


2 愛知県 〃 108 - -
3 大阪府 〃 82 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 東京都


地域住民や救急隊に対し救急患者の受け入れ可能な医療機関
の情報提供を行う救急医療情報センター（広域災害・救急医療
情報システム）の運営を行う。


545 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省 9百万円


Ａ．都道府県（１５） 9百万円


（内訳）上位１０者


【補助】


Ｂ．市区町村ほか（１２） 5.0百万円


（東京都内訳）


【補助】


9,271千円のうち3,903千円分の事業を


都道府県にて実施、残りは市町村や


病院等に交付と一部委託


Ｃ.㈱三鈴エージェンシー 0.3百万


（東京都分）


【随意契約】


東京都 1,639千円
三重県 1,595千円
群馬県 935千円
栃木県 791千円
愛知県 585千円
山口県 585千円
香川県 585千円
鳥取県 540千円
石川県 500千円
大分県 348千円


東邦大学 585千円
町田市 440千円
台東区 102千円


○事業名：患者・家族対話推進事業


位：百万円）


厚生労働省 9百万円


Ａ．都道府県（１５） 9百万円


（内訳）上位１０者


【補助】


Ｂ．市区町村ほか（１２） 5.0百万円


（東京都内訳）


【補助】


9,271千円のうち3,903千円分の事業を


都道府県にて実施、残りは市町村や


病院等に交付と一部委託


Ｃ.㈱三鈴エージェンシー 0.3百万


（東京都分）


【随意契約】


東京都 1,639千円
三重県 1,595千円
群馬県 935千円
栃木県 791千円
愛知県 585千円
山口県 585千円
香川県 585千円
鳥取県 540千円
石川県 500千円
大分県 348千円


東邦大学 585千円
町田市 440千円
台東区 102千円


○事業名：患者・家族対話推進事業







東邦大学 0.6


補助金 町田市 0.4


補助金


委託料 ㈱三鈴エージェンシー　会場設営費 0.3


補助金 台東区 0.1


報償費 パネリストへの謝金 0.2


B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 2 計 0


C. G.


金 額 金 額


計 0 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 三重県 患者・家族対話推進懇談会事業 1.595


1 東京都 患者・家族対話推進懇談会事業 1.639


4 栃木県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.791


3 群馬県 院内相談員養成研修事業及び患者・家族対話推進懇談会事業 0.935


6 山口県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.585


5 愛知県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.585


8 鳥取県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.54


7 香川県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.585


0.348


9 石川県 患者・家族対話推進懇談会事業 0.5


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


10 大分県 患者・家族対話推進懇談会事業


官庁ＯＢ役員
報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単


位：百万円）


※平成21年度実績を記入


○事業名：女性医師等就労環境改善緊急対策事業


厚生労働省


49.9百万円


Ａ．都道府県（４） 49.9百万


円


千葉県 21.5百万円


和歌山県 17.5百万円


北海道 8.2百万円


山口県 2.7百万円


【補助】


Ｂ．医療機関運営法人・自治体（１２） 49.9百万円


（内訳）千葉県


都道府県においては、県内の医療機関へ当


該補助事業を周知し事業計画の取りまとめ、


実績報告の確定チェックを行っている。


【補助】


実際の女性医師終了環境改善については、当該医


療機関ごとに実施。


(独)労働者健康福祉機構 10,000千円
医療法人巻石堂病院 6,368千円
学校法人東邦大学 2,555千円
医療法人鉄蕉会 1,620千円
医療法人社団圭春会 987千円


位：百万円）


○事業名：女性医師等就労環境改善緊急対策事業


厚生労働省


49.9百万円


Ａ．都道府県（４） 49.9百万


円


千葉県 21.5百万円


和歌山県 17.5百万円


北海道 8.2百万円


山口県 2.7百万円


【補助】


Ｂ．医療機関運営法人・自治体（１２） 49.9百万円


（内訳）千葉県


都道府県においては、県内の医療機関へ当


該補助事業を周知し事業計画の取りまとめ、


実績報告の確定チェックを行っている。


【補助】


実際の女性医師終了環境改善については、当該医


療機関ごとに実施。


(独)労働者健康福祉機構 10,000千円
医療法人巻石堂病院 6,368千円
学校法人東邦大学 2,555千円
医療法人鉄蕉会 1,620千円
医療法人社団圭春会 987千円







独立行政法人労働者健康福祉機
構


10.0


補助金 医療法人巻石堂病院 6.4


補助金


補助金 医療法人鉄蕉会 1.6


補助金 学校法人東邦大学 2.6


補助金 医療法人社団圭春会 1.0


B.独立行政法人労働者健康福祉機構 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 22 計 0


旅費 職員カウンセラー往復交通費 0.0


給与費 保育士等 9.7


謝金 職員カウンセラー代 0.3


需用費 資料コピー代 0.0


C. G.


費 目 使 途
金　額


費 目 使 途
金　額


計 10 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.千葉県 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


D. H.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 和歌山県 女性医師等就労環境改善緊急対策事業（医療機関の経費補助） 17.5


1 千葉県 女性医師等就労環境改善緊急対策事業（医療機関の経費補助） 21.5


4 山口県 女性医師等就労環境改善緊急対策事業（医療機関の経費補助） 2.7


3 北海道 女性医師等就労環境改善緊急対策事業（医療機関の経費補助） 8.2


6


5


8


7


10


9


育児中の医師の勤務負担軽減、復職相談窓口等 10


2 医療法人巻石堂病院 育児中の医師の勤務負担軽減、復職相談窓口等 6.4


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 (独)労働者健康福祉機構


4 医療法人鉄蕉会 育児中の医師の勤務負担軽減、院内保育所運営 1.6


3 学校法人東邦大学 育児中の医師の勤務負担軽減、院内保育所運営 2.6


6


5 医療法人社団圭春会 育児中の医師の勤務負担軽減、復職相談窓口等 1.0


8


7


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


常勤役員数 /


官庁ＯＢ役員
報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/


10


9







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


Ｂ．医療機関 ３，０５６百万円


（東京都内訳 ２７７百万円）上位１０者


杏林大学医学部付属病院 ５９百万円


帝京大学医学部付属病院 ３０百万円


日本医科大学附属病院 １６百万円


日本赤十字社医療センター １６百万円


東京女子医科大学病院 １５百万円


金内メディカルクリニック １４百万円


東京女子医科大学東医療センター ９百万円


昭和大学病院 ８百万円


東京医科大学病院 ８百万円


神津島村診療所 ８百万円


【補助】


○医療施設等設備整備費


○医療提供体制設備整備費


厚生労働省


２１年度３，０５６百万円


※補助率１／３、１／２、３／４


【補助】


Ａ．都道府県 ３，０５６百万円


（内訳）上位１０者


東京都 ２７７百万円


島根県 ２５４百万円


秋田県 １８５百万円


新潟県 １５５百万円


大阪府 １３０百万円


千葉県 １２６百万円


沖縄県 １２５百万円


愛知県 １１５百万円


福岡県 １１１百万円


て補足する)
(単位:百万円)


Ｂ．医療機関 ３，０５６百万円


（東京都内訳 ２７７百万円）上位１０者


杏林大学医学部付属病院 ５９百万円


帝京大学医学部付属病院 ３０百万円


日本医科大学附属病院 １６百万円


日本赤十字社医療センター １６百万円


東京女子医科大学病院 １５百万円


金内メディカルクリニック １４百万円


東京女子医科大学東医療センター ９百万円


昭和大学病院 ８百万円


東京医科大学病院 ８百万円


神津島村診療所 ８百万円


【補助】


事業内容


・救命救急センター、周産期医療施設、がん診療施設等への医療機器整備に


対する補助


○医療施設等設備整備費


○医療提供体制設備整備費


厚生労働省


２１年度３，０５６百万円


※補助率１／３、１／２、３／４


【補助】


Ａ．都道府県 ３，０５６百万円


（内訳）上位１０者


東京都 ２７７百万円


島根県 ２５４百万円


秋田県 １８５百万円


新潟県 １５５百万円


大阪府 １３０百万円


千葉県 １２６百万円


沖縄県 １２５百万円


愛知県 １１５百万円


福岡県 １１１百万円







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 医療機関に対する医療機器等購入に
係る補助


277


計 277 計 0


B.杏林大学医学部付属病院 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


物品購入費 医療機器等の購入 59


計 59 計 0


C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 東京医科大学病院　　　　　　 〃 8 - -
10 神津島村診療所　　　　　　　 〃 8 - -


7 東京女子医科大学東医療センター 〃 9 - -
8 昭和大学病院　　　　　　　　 〃 8 - -


5 東京女子医科大学病院　　　 〃 15 - -
6 金内メディカルクリニック　　 〃 14 - -


3 日本医科大学附属病院　　　 〃 16 - -
4 日本赤十字社医療センター　 〃 16 - -


1 杏林大学医学部付属病院　医療機関に対する医療機器等購入に係る補助 59 - -
2 帝京大学医学部付属病院　 〃 30 - -


10 岐阜県　 〃 106 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 愛知県　 〃 115 - -
9 福岡県　 〃 111 - -


6 千葉県　 〃 126 - -
7 沖縄県　 〃 125 - -


4 新潟県　 〃 155 - -
5 大阪府　 〃 130 - -


2 島根県　 〃 254 - -
3 秋田県　 〃 185 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 東京都　 医療機関に対する医療機器等購入に係る補助 277 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


【補助】


厚生労働省


２１年度９，６３４百万円


※補助率 １／３、１／２


Ａ．都道府県 ９，６３４百万円


（内訳）上位１０者


東京都 １，４００百万円


長野県 ７１０百万円


島根県 ７１０百万円


秋田県 ６５６百万円


福岡県 ６５１百万円


神奈川県 ５７７百万円


北海道 ５２３百万円


兵庫県 ４８１百万円


岡山県 ４４３百万円


茨城県 ３７４百万円


Ｂ．医療機関 ９，６３４百万円


（東京都内訳 １，４００百万円）上位１０者


大森赤十字病院 ３５０百万円


日本赤十字社医療センター ２９９百万円


医療法人財団城南福祉医療協会大田病院 ２３７百万円


医療法人社団順江会江東病院 １１７百万円


学校法人健康学園西東京歯科衛生士専門学校 １０７百万円


杏林大学医学部付属病院 ４８百万円


学校法人東邦大学大森病院 ４６百万円


社会福祉法人恩賜財団済生会向島病院 ４３百万円


医療法人誠和会白髭橋病院 ３４百万円


医療法人財団厚生協会大泉病院 ２８百万円


【補助】


○医療施設等施設整備費


○医療提供体制施設整備費


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】


厚生労働省


２１年度９，６３４百万円


※補助率 １／３、１／２


Ａ．都道府県 ９，６３４百万円


（内訳）上位１０者


東京都 １，４００百万円


長野県 ７１０百万円


島根県 ７１０百万円


秋田県 ６５６百万円


福岡県 ６５１百万円


神奈川県 ５７７百万円


北海道 ５２３百万円


兵庫県 ４８１百万円


岡山県 ４４３百万円


茨城県 ３７４百万円


Ｂ．医療機関 ９，６３４百万円


（東京都内訳 １，４００百万円）上位１０者


大森赤十字病院 ３５０百万円


日本赤十字社医療センター ２９９百万円


医療法人財団城南福祉医療協会大田病院 ２３７百万円


医療法人社団順江会江東病院 １１７百万円


学校法人健康学園西東京歯科衛生士専門学校 １０７百万円


杏林大学医学部付属病院 ４８百万円


学校法人東邦大学大森病院 ４６百万円


社会福祉法人恩賜財団済生会向島病院 ４３百万円


医療法人誠和会白髭橋病院 ３４百万円


医療法人財団厚生協会大泉病院 ２８百万円


【補助】


事業内容


・医療施設近代化施設整備、地域災害医療センター施設整備、歯科衛生士養


成所施設整備等の新築、増改築に対する補助


○医療施設等施設整備費


○医療提供体制施設整備費







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金 医療機関に対する施設整備に係る補
助


1,400


計 1,400 計 0


B.大森赤十字病院 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


工事費 病院改築に係る工事費 350


計 350 計 0


C Gついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 医療法人誠和会白髭橋病院　　 〃 4 - -
10 医療法人財団厚生協会大泉病院 〃 28 - -


7 学校法人東邦大学大森病院  〃 46 - -
8 社会福祉法人恩賜財団済生会向島病院　 〃 43 - -


5 学校法人健康学園西東京歯科衛生士専門学校 〃 107 - -
6 杏林大学医学部付属病院　　　 〃 48 - -


3 医療法人財団城南福祉医療協会大田病院 〃 237 - -
4 医療法人社団順江会江東病院　 〃 117 - -


1 大森赤十字病院　　　　　　 医療機関に対する施設整備に係る補助 350 - -
2 日本赤十字社医療センター　　 〃 299 - -


10 茨城県　 〃 374 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 兵庫県　 〃 481 - -
9 岡山県　 〃 443 - -


6 神奈川県 〃 577 - -
7 北海道　 〃 523 - -


4 秋田県　 〃 656 - -
5 福岡県　 〃 651 - -


2 長野県　 〃 710 - -
3 島根県　 〃 710 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 東京都　 医療機関に対する施設整備に係る補助 1,400 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


※補助先：都道府県（間接補助先：市町村、その他厚生労働大臣が認める者）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、市町村１／３）


Ｂ．地区


１，６０７百万円 （神奈川県内訳：９６百万円）


（補助額１位：川崎北部地区９百万円


【補助】


Ａ．３８都道府県


１，６０７百万円


（補助額１位：神奈川県９６百万円）


【補助】


【地域の小児科を標榜する救急医療機関に対する補助】


【上記医療機関の運営に係る給与】


○小児救急医療支援事業


○小児救急医療拠点病院


○小児救急電話相談運営事業


○小児救急地域医師研修


○小児初期救急センター


て補足する)
(単位:百万円)







計 9 計 0


人件費 上記医療機関の運営に係る給与 9


B.川崎北部地区 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 96 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.神奈川県 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金
地域の小児科を標榜する救急医
療機関に対する補助


96


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 9 計 0れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.小児救急医療の体制整備を行う地区上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 川崎南部地区 〃 7 - -
10 横浜北部地区 〃 6 - -


7 西湘地区 〃 8 - -
8 相模原地区 〃 8 - -


5 厚木地区 〃 9 - -
6 県央地区 〃 9 - -


3 平塚・中郡地区 〃 9 - -
4 秦野・伊勢原地区 〃 9 - -


1 川崎北部地区
小児科を標榜する病院が輪番制方式又は共同利用型方式によ
り、休日・夜間の小児救急患者の受入体制を整備する場合にお
いて、当番日の病院に対して運営に必要な経費を補助。


9 - -


2 三浦半島地区 〃 9 - -


10 北海道 〃 27 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 栃木県 〃 30 - -
9 群馬県 〃 30 - -


6 埼玉県 〃 45 - -
7 滋賀県 〃 43 - -


4 大阪府 〃 67 - -
5 静岡県 〃 52 - -


2 兵庫県 〃 82 - -
3 東京都 〃 74 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 神奈川県
小児科を標榜する病院が輪番制方式又は共同利用型方式によ
り、休日・夜間の小児救急患者の受入体制を整備する場合にお
いて、当番日の病院に対して運営に必要な経費を補助。


96 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


８９百万円


※補助先：都道府県（間接補助先：市町村、その他厚生労働大臣が認める者）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、市町村１／３）


Ａ．４県


８９百万


（補助額１位：大分県３１百万円）


【補助】


【共同利用型病院に対する運営費】


Ｂ．医療機関


８９百万円 （大分県内訳：３１百万円）


（補助額１位：国東市民病院１０百万円）


【共同利用型病院の運営に係る給与】


【補助】


○共同利用型病院運営事業


て補足する)
(単位:百万円)







計 計


人件費
共同利用型病院の運営に係る給
与


10


B.国東市民病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 31 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に


A.大分県 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金
共同利用型病院に対する運営費
の補助


31


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 10 計 0れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 - -
10 - -


7 - -
8 - -


5 - -
6 - -


3 宇佐高田医師会病院 〃 10 - -
4 - -


1 国東市民病院 共同利用型病院に対する運営費の補助を行う 10 - -
2 大分県済生会日田病院 〃 10 - -


10 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 山口県 〃 10 - -
5 - -


2 鹿児島県 〃 27 - -
3 宮崎県 〃 21 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 大分県 共同利用型病院に対する運営費の補助を行う 31 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


４，２１６百万円


【補助】


Ａ．３１都道府県


４，２１６百万円


（補助額１位：東京都８４０百万円）


【救命救急センターに対する運営費の補助】


【補助】


Ｂ．医療機関


４，２１６百万円 （東京都内訳：８４０百万円）


（補助額１位：杏林大学医学部付属病院７１百万円）


【救命救急センターに係る経費】


【心臓病の内科系・外科系専門医確保に係る人件費】


【脳卒中の内科系・外科系専門医確保に係る人件費】


【重傷外傷の外科系専門医確保に係る人件費】


※補助先：都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者（公立分を除く）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、事業者１／３）


○救命救急センター運営事業


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


４，２１６百万円


【補助】


Ａ．３１都道府県


４，２１６百万円


（補助額１位：東京都８４０百万円）


【救命救急センターに対する運営費の補助】


【補助】


Ｂ．医療機関


４，２１６百万円 （東京都内訳：８４０百万円）


（補助額１位：杏林大学医学部付属病院７１百万円）


【救命救急センターに係る経費】


【心臓病の内科系・外科系専門医確保に係る人件費】


【脳卒中の内科系・外科系専門医確保に係る人件費】


【重傷外傷の外科系専門医確保に係る人件費】


※補助先：都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者（公立分を除く）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、事業者１／３）


○救命救急センター運営事業







その他
救命救急センターの運営に係るそ
の他経費


16


材料費
救命救急センターの運営に係る材
料費


17


人件費
救命救急センターの運営に係る人
件費


38


B.杏林大学医学部付属病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 840 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目


A.東京都 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金
救命救急センターに対する運営費
の補助


840


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 71 計 0


る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 昭和大学附属病院 〃 55 - -
10 東京女子医科大学病院 〃 50 - -


7 日本医科大学附属多摩永山病院 〃 59 - -
8 東京医科大学病院 〃 55 - -


5 帝京大学医学部附属病院 〃 64 - -
6 聖路加国際病院 〃 60 - -


3 日本医科大学付属病院 〃 69 - -
4 日本大学医学部附属板橋病院 〃 65 - -


1 杏林大学医学部附属病院 救命救急センターに対する運営費の補助を行う 71 - -
2 武蔵野赤十字病院 〃 71 - -


10 埼玉県 〃 147 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 長野県 〃 165 - -
9 岡山県 〃 161 - -


6 千葉県 〃 229 - -
7 栃木県 〃 189 - -


4 神奈川県 〃 238 - -
5 大阪府 〃 232 - -


2 静岡県 〃 293 - -
3 愛知県 〃 263 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 東京都 救命救急センターに対する運営費の補助を行う 840 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


１１百万円


※補助先：都道府県（間接補助先：厚生労働大臣が認める者（公立分を除く）


補助率：１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、事業者１／３）


A.１３都府県


１１百万円


（補助額１位：大阪府２百万円）


【非医療従事者に対する自動体外式除細動機の普及啓発に係る事業の補助】


○自動体外式除細動機（ＡＥＤ）普及啓発事業


て補足する)
(単位:百万円)







B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 2 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れ る者に


A.大阪府 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


講習会経費
非医療従事者に対する自動体外
式除細動器の普及啓発に係る講
習会経費


2


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）


計 0 計 0







A.都道府県上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 - -


8 愛知県 〃 1 - -
9 山形県 〃 1 - -


6 鳥取県 〃 1 - -
7 京都府 〃 1 - -


4 岡山県 〃 1 - -
5 福岡県 〃 1 - -


2 福井県 〃 1 - -
3 東京都 〃 1 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 大阪府
非医療従事者によるAEDを用いた積極的な救命活動が行われ
るよう、講習の実施や啓発等を図るために必要な経費を補助。


2 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)
(単位:百万円)


【補助】


厚生労働省


２１年度８８７百万円


※補助率 １／３


都道府県８８７百万円


（内訳）上位１０者


東京都 １５６百万円


福岡県 ５３百万円


静岡県 ４７百万円


栃木県 ４５百万円


大阪府 ３８百万円


千葉県 ２４百万円


新潟県 ２４百万円


沖縄県 ２４百万円


埼玉県 ２３百万円


京都府 １８百万円


医療機関８８７百万円


（東京都内訳）上位１０者 １５６百万円


学校法人Ａ病院 ２４百万円


学校法人Ｂ病院 ２０百万円


都立Ｃ病院 １９百万円


学校法人Ｄ病院 １８百万円


学校法人Ｅ病院 １８百万円


学校法人Ｆ病院 １８百万円


認可法人Ｇ病院 １２百万円


社会福祉法人Ｈ病院 １２百万円


学校法人Ｉ病院 １２百万円


都立Ｊ病院 ６百万円


【補助】


○総合周産期母子医療センター運営事業


(単位:百万円)


【補助】


厚生労働省


２１年度８８７百万円


※補助率 １／３


都道府県８８７百万円


（内訳）上位１０者


東京都 １５６百万円


福岡県 ５３百万円


静岡県 ４７百万円


栃木県 ４５百万円


大阪府 ３８百万円


千葉県 ２４百万円


新潟県 ２４百万円


沖縄県 ２４百万円


埼玉県 ２３百万円


京都府 １８百万円


医療機関８８７百万円


（東京都内訳）上位１０者 １５６百万円


学校法人Ａ病院 ２４百万円


学校法人Ｂ病院 ２０百万円


都立Ｃ病院 １９百万円


学校法人Ｄ病院 １８百万円


学校法人Ｅ病院 １８百万円


学校法人Ｆ病院 １８百万円


認可法人Ｇ病院 １２百万円


社会福祉法人Ｈ病院 １２百万円


学校法人Ｉ病院 １２百万円


都立Ｊ病院 ６百万円


※四捨五入処理の関係上、全体とその


内訳の合計が一致しない


【補助】


総合周産期母子医療センターのＭＦＩ


ＣＵ（母体・胎児集中治療室）、ＮＩＣＵ


（新生児集中治療室）等に対する補


助


○総合周産期母子医療センター運営事業







計 24 計 0


減価償却費
総合周産期母子医療センターが保有する資産
の減価償却費 1


経費
総合周産期母子医療センターの光熱水費や修
繕費等 4


材料費
総合周産期母子医療センターで使用する診療
材料や医薬品等の購入費 6


給与費
総合周産期母子医療センターに勤務する医師
や看護師等の人件費 13


B.学校法人Ａ病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 156 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ


れている者につ


A.東京都 E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


補助金
総合周産期母子医療センターに対する運営費
の補助 156


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記


載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 学校法人Ｉ病院　　 〃 12 - -
10 都立Ｊ病院　　　　 〃 6 - -


7 認可法人Ｇ病院　　 〃 12 - -
8 社会福祉法人Ｈ病院 〃 12 - -


5 学校法人Ｅ病院　　 〃 18 - -
6 学校法人Ｆ病院　　 〃 18 - -


3 都立Ｃ病院　　　　 〃 19 - -
4 学校法人Ｄ病院　　 〃 18 - -


1 学校法人Ａ病院　　


出産前後の母体、胎児及び新生児の一貫した管理を行う周産期
母子医療センターのMFICU（母体・胎児集中治療室）、NICU（新
生児集中治療室）及びGCU（回復期治療室）の運営費等に対す
る補助。


24 - -


2 学校法人Ｂ病院　　 〃 20 - -


10 京都府　 〃 18 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 沖縄県　 〃 24 - -
9 埼玉県　 〃 23 - -


6 千葉県　 〃 24 - -
7 新潟県　 〃 24 - -


4 栃木県　 〃 45 - -
5 大阪府　 〃 38 - -


2 福岡県　 〃 53 - -
3 静岡県　 〃 47 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 東京都　


出産前後の母体、胎児及び新生児の一貫した管理を行う周産期
母子医療センターのMFICU（母体・胎児集中治療室）、NICU（新
生児集中治療室）及びGCU（回復期治療室）の運営費等に対す
る補助。


156 - -


法人名


役員総数役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


６百万円


都道府県


（補助率）１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、事業者１／３）


（補助単価）：小児科・産科 １百万円／１床


【補助】


小児科・産科連携病院等（公立分を除


く）


【補助】


※ 平成２１年度は、執行実績なしの為、


平成２２年度予算額ベースで執行。


○小児科・産科連携病院等協力体制促進事業


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


６百万円


都道府県


（補助率）１／３（負担割合：国１／３、都道府県１／３、事業者１／３）


（補助単価）：小児科・産科 １百万円／１床


【補助】


小児科・産科連携病院等（公立分を除


く）


【補助】


※ 平成２１年度は、執行実績なしの為、


平成２２年度予算額ベースで執行。


○小児科・産科連携病院等協力体制促進事業







計 0 計 0


B. F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A. E.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


平成２１年度実績なし


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 - -


8 - -
9 - -


6 - -
7 - -


4 - -
5 - -


2 - -
3 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率
1 執行実績無し - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額







資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ


て補足する)


厚生労働省


２１年度３１６百万円


１．都道府県における医師の派遣調整等に要する経費 ３，０００千円／１県


２．派遣先医療機関において、派遣される医師を受け入れるための準備に要する経費 １５０千円


／１人


３．派遣元医療機関における医師を派遣することによる対価の一部に相当する額 １，２５０千円／


１月


４．派遣された医師が、派遣後に海外研修等に参加するなどの自己研鑽に要する経費 ２，０６４


千円／１人


都道府県


【補助】


厚生労働省


２１年度３１６百万円


１．都道府県における医師の派遣調整等に要する経費 ３，０００千円／１県


２．派遣先医療機関において、派遣される医師を受け入れるための準備に要する経費 １５０千円


／１人


３．派遣元医療機関における医師を派遣することによる対価の一部に相当する額 １，２５０千円／


１月


４．派遣された医師が、派遣後に海外研修等に参加するなどの自己研鑽に要する経費 ２，０６４


千円／１人


都道府県 ３１６百万円


沖縄県 １８４百万円


北海道 ６０百万円


兵庫県 ２３百万円


岐阜県 １３百万円


京都府 １３百万円


滋賀県 １０百万円


三重県 ５百万円


茨城県 ４百万円


愛知県 ２百万円


医療機関 ３１６百万円


沖縄県内訳 １８４百万円


県立中部病院 １００百万円


県立南部医療センター・こども医療センター ３８千円


北部地区医師会病院 ２３百万円


中部徳州会病院 ８百万円


中頭病院 ７百万円


豊見城中央病院 ６百万円


南部徳州会病院 ２百万円


【補助】


【補助】


○医師派遣等推進事業


て補足する)
(単位:百万円)


厚生労働省


２１年度３１６百万円


１．都道府県における医師の派遣調整等に要する経費 ３，０００千円／１県


２．派遣先医療機関において、派遣される医師を受け入れるための準備に要する経費 １５０千円


／１人


３．派遣元医療機関における医師を派遣することによる対価の一部に相当する額 １，２５０千円／


１月


４．派遣された医師が、派遣後に海外研修等に参加するなどの自己研鑽に要する経費 ２，０６４


千円／１人


都道府県


【補助】


厚生労働省


２１年度３１６百万円


１．都道府県における医師の派遣調整等に要する経費 ３，０００千円／１県


２．派遣先医療機関において、派遣される医師を受け入れるための準備に要する経費 １５０千円


／１人


３．派遣元医療機関における医師を派遣することによる対価の一部に相当する額 １，２５０千円／


１月


４．派遣された医師が、派遣後に海外研修等に参加するなどの自己研鑽に要する経費 ２，０６４


千円／１人


都道府県 ３１６百万円


沖縄県 １８４百万円


北海道 ６０百万円


兵庫県 ２３百万円


岐阜県 １３百万円


京都府 １３百万円


滋賀県 １０百万円


三重県 ５百万円


茨城県 ４百万円


愛知県 ２百万円


医療機関 ３１６百万円


沖縄県内訳 １８４百万円


県立中部病院 １００百万円


県立南部医療センター・こども医療センター ３８千円


北部地区医師会病院 ２３百万円


中部徳州会病院 ８百万円


中頭病院 ７百万円


豊見城中央病院 ６百万円


南部徳州会病院 ２百万円


【補助】


【補助】


○医師派遣等推進事業







計 100 計 0


人件費 医師派遣に係る人件費 100


B.県立中部病院 F.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 184 計 0


補助金
医師派遣等推進事業に係る運営
費の補助


184


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す


A.沖縄県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように


記載）







A.都道府県上位10者リスト


B.医療機関上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 - -
10 - -


7 南部徳州会病院　 〃 2 - -
8 - -


5 中頭病院 〃 7 - -
6 豊見城中央病院　 〃 6 - -


3 北部地区医師会病院 〃 23 - -
4 中部徳州会病院　 〃 8 - -


1 県立中部病院
都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師派遣を行う医療
機関に対する補助。


100 - -


2 県立南部医療センター・こども
医療セ タ


〃 38 - -


10 島根県　 〃 2 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


8 茨城県　 〃 4 - -
9 愛知県　 〃 2 - -


6 滋賀県　 〃 10 - -
7 三重県　 〃 5 - -


4 岐阜県　 〃 13 - -
5 京都府　 〃 13 - -


2 北海道　 〃 60 - -
3 兵庫県　 〃 23 - -


支出先 業務概要 支出額 入札者数 落札率


1 沖縄県　
都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師派遣を行う医療
機関に対する補助。


184 - -


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


　
　事業名 ： 短時間正規雇用支援事業


厚生労働省


３７百万円


〔補助金の交付決定〕


短時間正規雇用支援事業の実施の補助


〔短時間正規雇用支援事業の実施の補助〕


A. 都道府県


３７百万円


（内訳上位１０県）


千葉県 ７百万円


奈良県 ６百万円


埼玉県 ３百万円


群馬県 ３百万円


栃木県 ３百万円


静岡県 ２百万円


香川県 ２百万円


高知県 ２百万円


宮崎県 ２百万円


長野県 ２百万円


Ｂ 医療機関


位：百万円）


厚生労働省


３７百万円


〔補助金の交付決定〕


短時間正規雇用支援事業の実施の補助


〔短時間正規雇用支援事業の実施の補助〕


〔短時間正規雇用支援事業の実施〕


A. 都道府県


３７百万円


（内訳上位１０県）


千葉県 ７百万円


奈良県 ６百万円


埼玉県 ３百万円


群馬県 ３百万円


栃木県 ３百万円


静岡県 ２百万円


香川県 ２百万円


高知県 ２百万円


宮崎県 ２百万円


長野県 ２百万円


Ｂ 医療機関


３７百万円


（内訳）


安房地域医療センター ２百万円


八街総合病院 ２百万円


梅村医院本院 ２百万円


小張総合病院 ０．９百万円


初石病院 ０．６百万円







短時間正規雇用支援事業の実施
の補助


7補助金


B. 安房地域医療センター F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 7 計 0


人件費 代替医師雇上経費 2


計 2 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 千葉県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト


B.支出先上位リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 奈良県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 6


1 千葉県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 7


4 群馬県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 3


3 埼玉県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 3


6 静岡県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 2


5 栃木県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 3


8 高知県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 2


7 香川県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 2


10 長野県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 2


9 宮崎県 短時間正規雇用支援事業の実施の補助 2


3 梅村医院本院 短時間正規雇用支援事業の実施 2


短時間正規雇用支援事業の実施 2


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 安房地域医療センター


法人名


2 八街総合病院 短時間正規雇用支援事業の実施 2


5 初石病院 短時間正規雇用支援事業の実施 0.6


4 小張総合病院 短時間正規雇用支援事業の実施 0.9


常勤役員数 /


官庁ＯＢ役員
報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額


役員総数
（官庁OB/役員数）


/







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


　
　事業名 ： 医師事務作業補助者設置支援事業


厚生労働省


１９百万円


〔補助金の交付決定〕


医師事務作業補助者設置支援事業の


実施の補助


〔医師事務作業補助者設置支援事業の


実施の補助〕


A. 都道府県


１９百万円


（内訳）


奈良県 ８百万円


千葉県 ６百万円


高知県 １百万円


鳥取県 １百万円


岩手県 １百万円


山口県 ０．８百万円


山形県 ０．６百万円


香川県 ０．４百万円


Ｂ 医療機関


位：百万円）


厚生労働省


１９百万円


〔補助金の交付決定〕


医師事務作業補助者設置支援事業の


実施の補助


〔医師事務作業補助者設置支援事業の


実施の補助〕


〔医師事務作業補助者設置支援事業


の実施〕


A. 都道府県


１９百万円


（内訳）


奈良県 ８百万円


千葉県 ６百万円


高知県 １百万円


鳥取県 １百万円


岩手県 １百万円


山口県 ０．８百万円


山形県 ０．６百万円


香川県 ０．４百万円


Ｂ 医療機関


１９百万円


（内訳）


済生会奈良病院 ３百万円


吉田病院 ３百万円


土庫病院 ２百万円







医師事務作業補助者設置支援事
業の実施の補助


8補助金


計 8 計 0


人件費 代替職員雇上経費 3


B. 済生会奈良病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 3 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 奈良県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト


B.支出先上位リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


1 奈良県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 8


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


3 高知県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 1


2 千葉県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 6


5 岩手県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 1


4 鳥取県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 1


7 山形県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 0.6


6 山口県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 0.8


2


医師事務作業補助者設置支援事業の実施 3


8 香川県 医師事務作業補助者設置支援事業の実施の補助 0.4


9


3


/ 常勤役員数 /


10


3 土庫病院 医師事務作業補助者設置支援事業の実施


2 吉田病院 医師事務作業補助者設置支援事業の実施


官庁ＯＢ役員


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 済生会奈良病院


非常勤役員数 / 監事等 /


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


官庁ＯＢ役員
報酬総額


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


　
　事業名 ： 女性医師等就労支援事業


厚生労働省


７２百万円


〔補助金の交付決定〕


女性医師等就労支援事業の実施の補助


〔女性医師等就労支援事業の実施の補助〕


A. 都道府県


７２百万円


（内訳上位１０県）


東京都 １２百万円


埼玉県 ９百万円


岩手県 ６百万円


福岡県 ５百万円


愛知県 ４百万円


秋田県 ４百万円


茨城県 ４百万円


徳島県 ４百万円


兵庫県 ３百万円


群馬県 ３百万円


Ｂ 医療機関


位：百万円）


厚生労働省


７２百万円


〔補助金の交付決定〕


女性医師等就労支援事業の実施の補助


〔女性医師等就労支援事業の実施の補助〕


〔女性医師等就労支援事業の実施〕


A. 都道府県


７２百万円


（内訳上位１０県）


東京都 １２百万円


埼玉県 ９百万円


岩手県 ６百万円


福岡県 ５百万円


愛知県 ４百万円


秋田県 ４百万円


茨城県 ４百万円


徳島県 ４百万円


兵庫県 ３百万円


群馬県 ３百万円


Ｂ 医療機関


７２百万円


（内訳）


慶応義塾大学病院 ４百万円


葛飾赤十字病院 ４百万円


武蔵野赤十字病院 ４百万円







女性医師等就労支援事業の実施
の補助


12補助金


計 12 計 0


人件費
研修プログラム責任者、研修指導
医、事務補助員


4


B. 慶応義塾大学病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 4 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 東京都 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 4 計 0


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


1 東京都 女性医師等就労支援事業の実施の補助 12


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


3 岩手県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 6


2 埼玉県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 9


5 愛知県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 4


4 福岡県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 5


7 茨城県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 4


6 秋田県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 4


4


女性医師等就労支援事業の実施 4


8 徳島県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 4


3


9 兵庫県 女性医師等就労支援事業の実施の補助 3


4


/ 常勤役員数 /


10 群馬県 女性医師等就労支援事業の実施の補助


3 武蔵野赤十字病院 女性医師等就労支援事業の実施


2 葛飾赤十字病院 女性医師等就労支援事業の実施


官庁ＯＢ役員


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 慶應義塾大学病院


非常勤役員数 / 監事等 /


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


官庁ＯＢ役員
報酬総額


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


６６．９百万円


○ 事業名 ： 看護職員専門分野研修事業（都道府県向け）


【補助】


Ａ. ９府県６６．９百万円


（補助額１位：神奈川県１７．１百万円）


特定の看護分野における認定看護師育成のため


の研修事業


【委託】


Ｂ.（学）北里研究所


１．５百万円


認定看護師育成のための研修事業を実施


位：百万円）


厚生労働省


６６．９百万円


○ 事業名 ： 看護職員専門分野研修事業（都道府県向け）


【補助】


Ａ. ９府県６６．９百万円


（補助額１位：神奈川県１７．１百万円）


特定の看護分野における認定看護師育成のため


の研修事業


【委託】


Ｂ.（学）北里研究所


１．５百万円


認定看護師育成のための研修事業を実施







計 1.5 計 0


C. G.


金 額 金 額


その他
研修における経費（謝金、旅費、消耗品
費）


1.5


計 17.0 計 0


B.（学）北里研究所 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.神奈川県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


その他 謝金 15.5


委託料 （学）北里研究所へ委託 1.5


計 0 計 0


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


9


7 －


8 －


5 －


6 －


3 －


4 －


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 （学）北里研究所
特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践
できる認定看護師を育成するための研修 1.5


2 －


9 新潟県 同　上 4.0


10 －


4 山口県 同　上 5.2


8 大阪府 同　上 4.2


4 静岡県 同　上 5.2


4 広島県 同　上 5.2


2 兵庫県 同　上 10.4


4 宮城県 同　上 5.2


1 神奈川県
特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践
できる認定看護師を育成するための研修 17.1


2 京都府 同　上 10.4


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 －


10 －


役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


職員総数 内、官庁ＯＢ







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


７．４百万円


○ 事業名 ： 協働推進研修事業


【補助】


Ａ. ６県７．４百万円


（補助額１位：兵庫県３．９百万円）


看護業務について研修プログラムを作成し、看護


師等の能力の研鑽のため研修事業を実施


【委託】


Ｂ.（社）兵庫県看護協会


３．９百万円


研修にかかる検討会、研修を実施


位：百万円）


厚生労働省


７．４百万円


○ 事業名 ： 協働推進研修事業


【補助】


Ａ. ６県７．４百万円


（補助額１位：兵庫県３．９百万円）


看護業務について研修プログラムを作成し、看護


師等の能力の研鑽のため研修事業を実施


【委託】


Ｂ.（社）兵庫県看護協会


３．９百万円


研修にかかる検討会、研修を実施







計 3.9 計 0


C. G.


金 額 金 額


その他 研修にかかる検討会、研修経費 3.9


計 3.9 計 0


B.（社）兵庫県看護協会 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.兵庫県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


委託料 （社）兵庫県看護協会 3.9


計 0 計 0


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


7 －


8 －


5 －


6 －


3 －


4 －


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 （社）兵庫県看護協会
医師と看護師等の協働と連携の促進にかかる、看護師等の能力の研鑽のための
研修


3.9


2 －


9 －


10 －


7 －


8 －


5 石川県 同　上 0.5


6 群馬県 同　上 0.2


3 埼玉県 同　上 0.9


4 福井県 同　上 0.6


1 兵庫県
医師と看護師等の協働と連携の促進にかかる、看護師等の能力の研鑽のための
研修


3.9


2 福島県 同　上 1.2


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


9 －


10 －


役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


職員総数 内、官庁ＯＢ







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


２，００９．２百万円


○ 事業名 ： 病院内保育所運営事業


【補助】


Ａ. ４５都道府県２，００９．２百万円


（補助額１位：北海道２０５．７百万円）


【補助】


Ｂ.１，１６５施設２，００９．２百万円


（補助額１位：社会医療法人孝仁会釧路孝仁会記念病院４．６百万円）


看護師等医療従事者の子育て支援のために、


保育所の運営を実施。


位：百万円）


厚生労働省


２，００９．２百万円


○ 事業名 ： 病院内保育所運営事業


【補助】


Ａ. ４５都道府県２，００９．２百万円


（補助額１位：北海道２０５．７百万円）


【補助】


Ｂ.１，１６５施設２，００９．２百万円


（補助額１位：社会医療法人孝仁会釧路孝仁会記念病院４．６百万円）


看護師等医療従事者の子育て支援のために、


保育所の運営を実施。







計 4.6 計 0


C. G.


金 額 金 額


人件費 保育士等の人件費 4.6


計 205.7 計 0


B.社会医療法人孝仁会釧路孝仁会記念病院 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.北海道 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金
医療施設の病院内保育所に対する保育
士等人件費の補助


205.7


計 0 計 0


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


6 医療法人渓和会江別病院 同　上 3.8


9 医療法人札幌山の上病院 同 上 3 6


6 医療法人社団杏仁会大雪病院 同　上 3.8


6 医療法人ひまわり会札樽病院 同　上 3.8


3
医療法人雄心会函館新都市病
院


同　上 4.1


5 医療法人北晨会恵み野病院 同　上 4.0


2
医療法人渓仁会手稲渓仁会病
院


同　上 4.2


3 医療法人渓仁会西円山病院 同　上 4.1


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1
社会医療法人孝仁会釧路孝仁
会記念病院


看護師等医療従事者の子育て支援のために保育所を運営 4.6


9 福岡県 同　上 72.4


10 福島県 同　上 68.2


7 兵庫県 同　上 92.0


8 京都府 同　上 79.7


5 神奈川県 同　上 132.2


6 茨城県 同　上 109.9


3 千葉県 同　上 145.2


4 埼玉県 同　上 138.5


1 北海道 医療施設の病院内保育所に対する保育士等人件費の補助 205.7


2 大阪府 同　上 186.5


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10
社会福祉法人函館厚生院函館
五稜郭病院


同　上 3.5


9 医療法人札幌山の上病院 同　上 3.6


/


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 / 非常勤役員数 / 監事等







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）


　
　事業名 ： 女性医師支援センター事業


厚生労働省


１６８百万円


〔補助金の交付決


定〕


A. 社団法人日本医師会


１６８百万円


〔女性医師支援センター事業の実施〕


Ｂ コーディネーター、アシスタント


講習会講師


８１百万円


・コーディネーター、アシスタント、講習


会講師の謝金や旅費


Ｃ 印刷製本費


３６百万円


（上位）


電通 １７百万円


朝日印刷工業 １０百万円


コクヨマーケティング ３百万円


杏林舎 ２百万円


中央調査社 ２百万円


各県医師会 ２百万円


・新聞広告作成費用


・シンポジウム記録集作成代等


Ｅ 借料及び損料


４百万円


（上位）


福岡県医師会 ２百万円


三井住友ファイナンスリース


１百万円


カテナレンタルシステム ０．６百万円


・女性医師バンク西日本センター賃貸料


・パソコンレンタル料


・備品リース料


Ｄ 役務費


１４百万円


（上位）


Ｆ その他


１２百万円


（上位）


宛名商会本店 ５百万円


ヤマト運輸 ０．７百万円


ポピンズコーポレーション ０．６百万円


青森県医師会等 ０．５百万円


ＮＴＴドコモ ０．５百万円


東京リライト社 ０．４百万円


キャノンマーケティング ０．４百万円


ガレリアレイノ（株） ０．３百万円


愛知県医師会 ０．２百万円


グランビスタ ０ ２百万円


位：百万円）


厚生労働省


１６８百万円


〔補助金の交付決


定〕


A. 社団法人日本医師会


１６８百万円


〔女性医師支援センター事業の実施〕


Ｂ コーディネーター、アシスタント


講習会講師


８１百万円


・コーディネーター、アシスタント、講習


会講師の謝金や旅費


Ｃ 印刷製本費


３６百万円


（上位）


電通 １７百万円


朝日印刷工業 １０百万円


コクヨマーケティング ３百万円


杏林舎 ２百万円


中央調査社 ２百万円


各県医師会 ２百万円


・新聞広告作成費用


・シンポジウム記録集作成代等


Ｅ 借料及び損料


４百万円


（上位）


福岡県医師会 ２百万円


三井住友ファイナンスリース


１百万円


カテナレンタルシステム ０．６百万円


・女性医師バンク西日本センター賃貸料


・パソコンレンタル料


・備品リース料


Ｄ 役務費


１４百万円


（上位）


電通 １３百万円


中央調査社 ０．５百万円


花の店ゆりの木 ０．３百万円


福岡県医師会 ０．２百万円


・女性医師支援センター


ＴＶＣＭ放映料等


Ｆ その他


１２百万円


（上位）


宛名商会本店 ５百万円


ヤマト運輸 ０．７百万円


ポピンズコーポレーション ０．６百万円


青森県医師会等 ０．５百万円


ＮＴＴドコモ ０．５百万円


東京リライト社 ０．４百万円


キャノンマーケティング ０．４百万円


ガレリアレイノ（株） ０．３百万円


愛知県医師会 ０．２百万円


グランビスタ ０．２百万円


・シンポジウム案内発送代


・講習会託児サービス費用


・速記代 ・宅配便代


Ｇ 委託料


２１百万円


（上位）


キャノンＩＴソリューションズ １８百万円


テンプスタッフ ３百万円


・女医バンクシステム運用保守料等







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 社団法人日本医師会 E. 福岡県医師会


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


賃金 コーディネーター、アシスタント 49
借料及び損


料
女性医師バンク西日本センター賃貸料 2


謝金
講習会講師謝金、運営委員会委
員謝金


7


印刷製本費
シンポジウム記録集作成代、新聞
広告作成費


36


旅費
コーディネーター旅費、アシスタン
ト旅費、講習会講師旅費、運営委
員会委員旅費


25


借料及び損
料


女性医師バンクシステムハード
ウェア借料、講習会会場借料


4


役務費
アンケート調査費用、ＴＶＣＭ放映
料


14


委託料
女性医師バンクシステム運用保守
料等


21


その他
コピー用紙代、図書購入費、通信
運搬費


12


B. コーディネーター、アシスタント、講習会講師等 F. （株）宛名商会本店


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 168 計 2


謝金
講習会講師謝金、運営委員会委
員謝金


7


賃金 コーディネーター、アシスタント 49 通信運搬費 シンポジウム開催案内発送代 5


旅費
コーディネーター旅費、アシスタン
ト旅費、講習会講師旅費、運営委
員会委員旅費


25


C. 電通 G. キャノンＩＴソリューションズ


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 81 計 5


印刷製本費 新聞広告作成費 17 役務費 女医バンクシステム運用保守 18


計 17 計 18


役務費 ＴＶ女性医師支援センターＣＭ放
映料


10


D. 電通 H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 10 計 0計 10 計 0







A.支出先上位リスト


B.支出先上位リスト


C.支出先上位リスト


D.支出先上位リスト


E.支出先上位リスト


1 （社）日本医師会 女性医師支援センター事業の実施 168


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


コーディネーター、アシスタント、講習会講師の謝金や旅費 81


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 講習会講師等


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 電通 女性医師支援センター新聞広告作成費用 17 随意契約


2 朝日印刷工業 シンポジウム記録集作成代 10 随意契約


3 コクヨマーケティング 女性医師支援センター広報代 3 随意契約


1 福岡県医師会 女性医師バンク西日本センター貸室料 2 随意契約


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


3 福岡県医師会 女性医師バンク西日本センター管理費 0.2 随意契約


2 中央調査社 「女性医師の勤務環境の現況に関する調査」クロス集計分析費 0.5 随意契約


1 電通 女性医師支援センターＴＶＣＭ放映料 13 随意契約


4 杏林社 女性医師支援センター広告印刷代等 2 随意契約


6 各県医師会 女子医学生、研修医等をｻﾎﾟｰﾄするための会　研修テキスト印刷費 2 随意契約


5 中央調査社 「女性医師の勤務環境の現況に関する調査」報告書作成費 2 随意契約


F.支出先上位リスト


G.支出先上位リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


常勤役員数 0/14


官庁ＯＢ役員
報酬総額


0千円


非常勤役員数 0/16 監事等 0/3


職員総数 185 内、官庁ＯＢ 3 役員報酬総額 410,050千円


法人名 （社）日本医師会


役員総数
（官庁OB/役員数）


0/30


1 福岡県医師会 女性医師バンク西日本センタ 貸室料 2 随意契約


1 宛名商会本店 女性医師支援センターシンポジウム開催案内等封入発送作業料等 5 随意契約


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 キャノンITソリューションズ女性医師バンクシステム保守 18 随意契約


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 ヤマト運輸 宅配便代 0.7 随意契約


2 テンプスタッフ 女性医師バンク東日本センター派遣職員費 3 随意契約


9 愛知県医師会 会議費 0.2 随意契約


8 ガレリアレイノ（株） 会議費 0.3 随意契約


4 青森県医師会等 会議費 0.5 随意契約


3 ポピンズコーポレーション 女性医師支援センターシンポジウム託児サービス費用等 0.6 随意契約


6 東京リライト社 会議速記代 0.4 随意契約


5 NTTドコモ 電話代 0.5 随意契約


10 グランビスタ 再就業講習会託児サービス費用 0.2 随意契約


7 キャノンマーケティング 女性医師バンク中央センター、西日本センター　コピーカウンタ料 0.4 随意契約


3 カテナレンタルシステム パソコンレンタル料 0.6 随意契約


2 三井住友ファイナンスリース 女性医師バンクシステムハードウェアリース料 1 随意契約







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


４，６７０．６百万円


○ 事業名 ： 助産師養成所（定時制）開校促進事業（全日制への拡大）


○ 事業名 ： 看護師等養成所運営費（助産師養成所の充実）


【補助】


Ａ. ４７都道府県４，６７０．６百万円


（補助額１位：大阪府４８４．６百万円）


【補助】


Ｂ.民間立看護師等養成所 ４８４．６百万円


（補助額１位：大阪府医師会看護専門学校（３年課程全日制） ２５．２百万円）


看護師等養成所の運営事業を実施


位：百万円）


厚生労働省


４，６７０．６百万円


○ 事業名 ： 助産師養成所（定時制）開校促進事業（全日制への拡大）


○ 事業名 ： 看護師等養成所運営費（助産師養成所の充実）


【補助】


Ａ. ４７都道府県４，６７０．６百万円


（補助額１位：大阪府４８４．６百万円）


【補助】


Ｂ.民間立看護師等養成所 ４８４．６百万円


（補助額１位：大阪府医師会看護専門学校（３年課程全日制） ２５．２百万円）


看護師等養成所の運営事業を実施







計 25.20 計 0


C. G.


金 額 金 額


需用費 消耗品費、印刷費、切手代 0.7


備品購入費 パソコン 0.1


人件費 給与費（教員、事務職員） 22.4


生徒関連経費 教材費、実習費 2.1


計 484.6 計 0


B.大阪府医師会看護専門学校（３年課程全日制） F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.大阪府 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


補助金
看護師等養成所に対する運営費に係る
補助


484.6


計 0 計 0


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


8 ベルランド看護助産専門学校 同　上 13.3


9 大阪警察病院看護専門学校 同 上 13 2


6 大阪府病院協会看護専門学校 同　上 14.5


6
大阪医科大学付属看護専門学
校


同　上 14.5


4
関西医科大学付属看護専門学
校


同　上 14.6


4 香里ヶ丘看護専門学校 同　上 14.6


2 近畿大学付属看護専門学校 同　上 18.3


3 関西看護専門学校 同　上 17.3


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 大阪府医師会看護専門学校 看護師3年全日制 25.2


9 広島県 同　上 130.7


10 兵庫県 同　上 129.8


7 神奈川県 同　上 175.9


8 千葉県 同　上 155.8


5 埼玉県 同　上 226.0


6 愛知県 同　上 199.9


3 福岡県 同　上 288.7


4 北海道 同　上 261.3


1 大阪府 看護師等養成所に対する運営費に係る補助 484.6


2 東京都 同　上 345.2


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


10 大阪保健福祉専門学校 統合カリキュラム 12.0


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


9 大阪警察病院看護専門学校 同　上 13.2







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 ）


　
　事業名 ： 医師不足地域における臨床研修の実施経費
　　　　　　　産科・小児科宿日直研修事業経費


厚生労働省


１６，０９１百万円


〔臨床研修病院に対して指導要員等、臨床研修の実施に


必要な経費に対する補助、また、プログラム責任者に対


する講習会についての補助〕


A．公私立大学病院等


１６，０９１百万円


（上位１０病院）


久留米大学病院 ２１８百万円


東海大学医学部附属病院 １７５百万円


京都府立医科大学附属病院 １５３百万円


川崎医科大学附属病院 １５１百万円


獨協医科大学病院 １５０百万円


自治医科大学附属病院 １４８百万円


北里大学病院 １３１百万円


近畿大学医学部附属病院 １３１百万円


東京女子医科大学病院 １２６百万円


東京医科歯科大学医学部附属病院 １２５百万円


・臨床研修の実施


【支出額】


※上記事業は 臨床研修補助事業の一部であり 支出額は補助金全体を計上


位：百万円）


厚生労働省


１６，０９１百万円


〔臨床研修病院に対して指導要員等、臨床研修の実施に


必要な経費に対する補助、また、プログラム責任者に対


する講習会についての補助〕


A．公私立大学病院等


１６，０９１百万円


（上位１０病院）


久留米大学病院 ２１８百万円


東海大学医学部附属病院 １７５百万円


京都府立医科大学附属病院 １５３百万円


川崎医科大学附属病院 １５１百万円


獨協医科大学病院 １５０百万円


自治医科大学附属病院 １４８百万円


北里大学病院 １３１百万円


近畿大学医学部附属病院 １３１百万円


東京女子医科大学病院 １２６百万円


東京医科歯科大学医学部附属病院 １２５百万円


・臨床研修の実施


【支出額】


※上記事業は、臨床研修補助事業の一部であり、支出額は補助金全体を計上。







臨床研修指導医人件費（代替医
師雇上経費）


89


人件費
臨床研修指導医事務補助者雇上
経費


22


人件費


人件費
研修プログラム責任者人件費（事
務補助者雇上経費含む）


4


人件費
指導医等宿日直経費（研修医宿
日直時の指導医等の宿日直手当
等）


100


会議費等 研修管理委員会経費（会議費等） 1


消耗品費等 剖検経費（消耗品費等） 2


B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 218 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. 久留米大学病院 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


C. G.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0計 計







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2 東海大学医学部附属病院 臨床研修の実施 175


1 久留米大学病院 臨床研修の実施 218


4 川崎医科大学附属病院 臨床研修の実施 151


3 京都府立医科大学附属病院 臨床研修の実施 153


6 自治医科大学附属病院 臨床研修の実施 148


5 獨協医科大学病院 臨床研修の実施 150


8 近畿大学医学部附属病院 臨床研修の実施 131


7 北里大学病院 臨床研修の実施 131


125


9 東京女子医科大学病院 臨床研修の実施 126


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


10 東京医科大学医学部附属病院 臨床研修の実施


官庁ＯＢ役員
報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


１６５．１百万円


【委託】


Ａ.３０都道府県１６５．１百万円


（補助額１位：静岡県１０．０百万円）


がん看護又は糖尿病看護を実施している看護師


を対象に、質の高いがん・糖尿病の専門的な看護


師の育成・強化を推進する事業


※平成２２年度からは医療提供体制推進事業に組


替え（平成１８年度から２１年度までは委託事業）


Ｃ.静岡赤十字病院


４．５百万円


Ｂ.静岡県立静岡がんセンター


４．５百万円


糖尿病看護を実施している看護師を対象に、質の高い


糖尿病の専門的な看護師の育成・強化を推進する研修


を実施


がん看護を実施している看護師を対象に、質の


高いがんの専門的な看護師の育成・強化を推進


する研修を実施


【委託】【委託】


○ 事業名 ： 専門分野における臨床実践能力の高い看護師育成強化推進事業


位：百万円）


厚生労働省


１６５．１百万円


【委託】


Ａ.３０都道府県１６５．１百万円


（補助額１位：静岡県１０．０百万円）


がん看護又は糖尿病看護を実施している看護師


を対象に、質の高いがん・糖尿病の専門的な看護


師の育成・強化を推進する事業


※平成２２年度からは医療提供体制推進事業に組


替え（平成１８年度から２１年度までは委託事業）


Ｃ.静岡赤十字病院


４．５百万円


Ｂ.静岡県立静岡がんセンター


４．５百万円


糖尿病看護を実施している看護師を対象に、質の高い


糖尿病の専門的な看護師の育成・強化を推進する研修


を実施


がん看護を実施している看護師を対象に、質の


高いがんの専門的な看護師の育成・強化を推進


する研修を実施


【委託】【委託】


○ 事業名 ： 専門分野における臨床実践能力の高い看護師育成強化推進事業







計 4.5 計 0


C.静岡赤十字病院 G.


金 額 金 額


その他
実務研修にかかる経費（謝金、印刷製本
費等）


4.5


計 10.0 計 0


B.静岡県立静岡がんセンター F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


検討会経費（謝金、旅費、会場使用料、郵
送料、資料作成料）


1.0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.静岡県 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


委託料 静岡県立静岡がんセンター 4.5


委託料 静岡赤十字病院 4.5


その他


計 0 計 0


計 4.5 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


その他
実務研修にかかる経費（謝金、印刷製本
費等）


4.5


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト


Ｂ.支出先上位10者リスト


9


7 －


8 －


5 －


6 －


3 －


4 －


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 静岡県立静岡がんセンター
がん看護または糖尿病看護を実施している看護師を対象とした、臨床実践能力
向上のための臨床実務研修（がん）


4.5


2 －


9 埼玉県 同　上 7.2


10 宮城県 同　上 7.0


6 愛媛県 同　上 7.6


8 青森県 同　上 7.4


5 香川県 同　上 7.8


6 兵庫県 同　上 7.6


3 長崎県 同　上 8.5


4 徳島県 同　上 7.9


1 静岡県
がん看護または糖尿病看護を実施している看護師を対象とした、臨床実践能力
向上のための臨床実務研修


10.0


2 三重県 同　上 8.6


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


Ｃ.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


10 －


8 －


9 －


6 －


7 －


4 －


5 －


2 －


3 －


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 静岡赤十字病院
がん看護または糖尿病看護を実施している看護師を対象とした、臨床実践能力
向上のための臨床実務研修（糖尿病）


4.5


9 －


10 －


役員報酬総額
官庁ＯＢ役員


報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


職員総数 内、官庁ＯＢ







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


５６．７百万円


○ 事業名 ： 看護職員専門分野研修事業（公益法人等団体向け）


【補助】


Ａ. ３機関５６．７百万円


（補助額１位：（社）日本看護協会４６．７百万円）


特定の看護分野における認定看護師育成のため


の研修事業


位：百万円）







計 0.0 計 0


C. G.


金 額 金 額


計 46.7 計 0


B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


研修経費 1.2


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.（社）日本看護協会 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


人件費 研修謝金 33.0


旅費 旅費（講師、職員） 12.5


消耗品費


計 0 計 0


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


0/5


職員総数 17,496 内、官庁ＯＢ 75 役員報酬総額 52,342千円
官庁ＯＢ役員


報酬総額
52,342千円


法人名 社団法人全国社会保険協会連合会


役員総数
（官庁OB/役員数）


3/24 常勤役員数 3/3 非常勤役員数 0/21 監事等


0/3


職員総数 185 内、官庁ＯＢ 1 役員報酬総額 89,630千円
官庁ＯＢ役員


報酬総額
15,033千円


法人名 社団法人日本看護協会


役員総数
（官庁OB/役員数）


1/31 常勤役員数 1/7 非常勤役員数 0/24 監事等


9 －


10 －


7 －


8 －


5 －


6 －


3
財団法人日本訪問看護振興財
団


同　上 4.8


4 －


1 社団法人日本看護協会
特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を用いた、水準の高い看護を実践
できる認定看護師を育成するための研修 46.7


2
社団法人全国社会保険協会連
合会


同　上 5.2


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


役員報酬総額 9,275千円
官庁ＯＢ役員


報酬総額
9,275千円


非常勤役員数 4/17 監事等 1/2


法人名 財団法人日本訪問看護振興財団


役員総数
（官庁OB/役員数）


5/18 常勤役員数 1/1


職員総数 56 内、官庁ＯＢ 0







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


176百万円


Ａ．(社)日本内科学会


176百万円


【補助】


医療関連死について診療行為と死亡との因果関係の評価を行う。


個別事例について、予防・改善策を検討し広く情報提供する。


診療関連死の調査分析・評価のための人材養成研修を行う。


Ｂ．解剖施設使用料


19百万円


（上位10施設）


東京大学 10百万円


帝京大学 2百万円


昭和大学 2百万円


東京女子医科大学 1百万円


日本医科大学 1百万円


日本大学 1百万円


名古屋大学 0.5百万円


大阪府監察医事務所 0.5百万円


新潟大学 0.5百万円


神戸大学 0.5百万円


【随意契約】


※22年度より交付先を⼀般社団法⼈⽇本医療
安全調査機構へ変更


○事業名：診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業


位：百万円）


厚生労働省


176百万円


Ａ．(社)日本内科学会


176百万円


【補助】


医療関連死について診療行為と死亡との因果関係の評価を行う。


個別事例について、予防・改善策を検討し広く情報提供する。


診療関連死の調査分析・評価のための人材養成研修を行う。


Ｂ．解剖施設使用料


19百万円


（上位10施設）


東京大学 10百万円


帝京大学 2百万円


昭和大学 2百万円


東京女子医科大学 1百万円


日本医科大学 1百万円


日本大学 1百万円


名古屋大学 0.5百万円


大阪府監察医事務所 0.5百万円


新潟大学 0.5百万円


神戸大学 0.5百万円


【随意契約】


※22年度より交付先を⼀般社団法⼈⽇本医療
安全調査機構へ変更


○事業名：診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業







費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.(社)日本内科学会 E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


給与費


解剖費及び文書料
東京大学ほか
（解剖施設使用料）


19


担当の常勤職員・看護師等 73


諸謝金 解剖協力医、運営委員会ほか 53


旅費 委員会出席旅費 8


賃金 事務員 12


消耗品費 各事務局消耗品ほか 3


使用料及び賃借料 事務局設置使用料、賃料 4


計 176 計 0


その他 通信運搬費、会議費等 4


施設使用料 解剖施設の使用料 10


B.東京大学 F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 10 計 0


C. G.


金 額 金 額費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


1 (社)日本内科学会
医療関連死について診療行為と死亡との因果関係の評価を行う。
個別事例について、予防・改善策を検討し広く情報提供する。
診療関連死の調査分析・評価のための人材養成研修を行う。


176


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


非常勤役員数 0/20 監事等 0/3


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 東京大学 解剖施設として施設賃貸 10 随意契約


3 昭和大学 解剖施設として施設賃貸


職員総数 19 内、官庁ＯＢ 0 役員報酬総額 0
官庁ＯＢ役員


報酬総額
0


役員総数
（官庁OB/役員数）


0/20 常勤役員数 0/0


2 随意契約


2 帝京大学 解剖施設として施設賃貸 2 随意契約


5 日本医科大学 解剖施設として施設賃貸 1 随意契約


4 東京女子医科大学 解剖施設として施設賃貸 1 随意契約


7 名古屋大学 解剖施設として施設賃貸 0.5 随意契約


6 日本大学 解剖施設として施設賃貸 1 随意契約


9 新潟大学 解剖施設として施設賃貸 0.5 随意契約


8 大阪府監察医事務所 解剖施設として施設賃貸 0.5 随意契約


※平成22年度においては支出先でないため、平成21年4月1日時点の
状況である。


10 神戸大学 解剖施設として施設賃貸 0.5 随意契約


法人名 (社)日本内科学会







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


76百万円


Ａ．(財)日本医療機能機構


76百万円


【補助】


本制度の普及啓発に関する取り組み、脳性


麻痺の原因分析や再発防止に関する取り


組みにかかる経費について定額補助を行う。


Ｃ．大和速記情報センター


1百万円


Ｂ．㈱メディコムソシア


9百万円


D.三菱電機㈱


11百万円


リーフレット・ビラ印刷


セキュア文書開発


原因分析委員会等におけ


る速記


事務スタッフ派遣


Ｅ.医療情報研究所


7百万円


【随意契約】


【随意契約】


【随意契約】


【随意契約】


○事業名：産科医療補償制度運営費


位：百万円）


厚生労働省


76百万円


Ａ．(財)日本医療機能機構


76百万円


【補助】


本制度の普及啓発に関する取り組み、脳性


麻痺の原因分析や再発防止に関する取り


組みにかかる経費について定額補助を行う。


Ｃ．大和速記情報センター


1百万円


Ｂ．㈱メディコムソシア


9百万円


D.三菱電機㈱


11百万円


リーフレット・ビラ印刷


セキュア文書開発


原因分析委員会等におけ


る速記


事務スタッフ派遣


Ｅ.医療情報研究所


7百万円


【随意契約】


【随意契約】


【随意契約】


【随意契約】


○事業名：産科医療補償制度運営費







担当の常勤・非常勤職員等 26 印刷費用 リーフレット・ビラの印刷 7


雑役務費 派遣職員、速記代、セキュア文書開発 21


給与費


賃借料 事務所賃借料 7


諸謝金 原因分析委員会等出席謝金 11


旅費 原因分析委員会等旅費 3


印刷製本費 リーフレット、ビラ等印刷代 7


その他 消耗品費 0


通信運搬費 郵便、葉書代 0


B.(株)メディコムソシア F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 76 計 7


人件費 派遣職員への給与等 9


C.大和速記情報センター G.


金 額 金 額


計 9 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A.(財)日本医療機能評価機構 E.医療情報研究所


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


速記費用 速記代 1


D.三菱電機㈱ H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 1 計 0


管理費用 進行管理に係る経費 6


開発費用 システムの開発 5


計 11 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


B.支出先上位10者リスト


C.支出先上位10者リスト


D.支出先上位10者リスト


E.支出先上位10者リスト


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 (財)日本医療機能評価機構本制度の普及啓発、脳性麻痺の原因分析や再発防止 76


常勤役員数 1/1


事務スタッフ派遣 9 随意契約


官庁ＯＢ役員
15 500千円


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 (株)メディコムソシア


非常勤役員数 1/28 監事等 0/2


職員総数 95 内 官庁ＯＢ 3 役員報酬総額 27 844千円


法人名 (財)日本医療機能評価機構


役員総数
（官庁OB/役員数）


2/29


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 (大和速記情報センター 原因分析委員会等における速記 1 随意契約


1 三菱電機㈱ セキュア文書開発 11 随意契約


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


1 医療情報研究所 リーフレット・ビラ印刷 7 随意契約


官庁ＯＢ役員
報酬総額


15,500千円職員総数 95 内、官庁ＯＢ 3 役員報酬総額 27,844千円







資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位 百万円）


※平成21年度実績を記入


厚生労働省


4.0百万円


Ａ． 委員旅費


0.5百万円


Ｃ．会議費


0.0百万円


Ｂ． 謝金


0.4百万円


Ｄ．速記料


0.1百万円


Ｄ．会場使用料


0.2百万円


○事業名：裁判外紛争解決制度活用推進協議会


位：百万円）


厚生労働省


4.0百万円


Ａ． 委員旅費


0.5百万円


Ｃ．会議費


0.0百万円


Ｂ． 謝金


0.4百万円


Ｄ．速記料


0.1百万円


Ｄ．会場使用料


0.2百万円


うち事務費 2.8百万円


○事業名：裁判外紛争解決制度活用推進協議会







B. F.


費　目 使　途
金　額


(百万円）
費　目 使　途


金　額
(百万円）


計 0 計 0


C. G.


金 額 金 額


計 0 計 0


費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる


ように記載）


A. E.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


D. H.


費　目 使　途 金　額
(百万円）


費　目 使　途 金　額
(百万円）


計 0 計 0


計 0 計 0







A.支出先上位10者リスト（Ｂ以降についても作成）


一次支出先が独立行政法人、公益法人の場合は下記にも記入すること。（２２年４月１日現在）


※該当なし


支出先 業務概要
支出額


（百万円）
入札者数 落札率


2


1


4


3


6


5


8


7


9


法人名


役員総数
（官庁OB/役員数）


/ 常勤役員数 /


10


官庁ＯＢ役員
報酬総額


非常勤役員数 / 監事等 /


職員総数 内、官庁ＯＢ 役員報酬総額







● 医師確保関係予算
単位：千円


負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額


１．医師派遣システムの構築


地域医療確保対策費(中央会議､専門家養成､ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ派
遣) 指 H19年度


地域医療の確保に関する好事例集の収集・調査・紹介など改善方策の
検討や、都道府県からの要請に応じたアドバイザーの派遣や緊急臨時
的医師派遣などの支援を行うために必要な経費。


謝金、委員等旅費、会議費等 ※本省において、会議の開催等に
必要な経費 －－－－ －－－－ 7,060 7,060 100.0% - 6,826 6,826


地域医療確保支援モデル事業 指 H19年度 医師確保対策をはじめとした地域医療の確保のために行う全国的なモ
デルとなる創意工夫を凝らした事業に対する補助。 人件費、謝金、旅費等 国→都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 187,500 178,554 95.2% 18 県 廃止 －


地域医療確保対策費(緊急臨時的医師派遣) 指 H20年度
緊急臨時的医師派遣に関し、派遣に応じる退職医師等の公募や、公募
に応じた医師の登録、派遣先との条件調整等の実施を委託。
　※　平成22年度より、委託費から本省経費（医師派遣に伴う表彰経費）に変更


人件費、旅費、印刷製本費等 国→公益社団法人地域医療振興協
会


地域医療振興協会において事
業を実施 －－－－ 14,908 14,908 100.0% 1 法人 158 158


地域医療確保対策費(地方課計上分) 指 H19年度
各地方厚生局において、医師不足や地域医療の現状や課題、実施して
いる施策を把握し、自治体や医療機関などに対する指導・助言の実施
に必要な経費。


職員旅費 ※各地方厚生局において、指導・
助言等の実施に必要な経費 －－－－ －－－－ 3,517 3,517 100.0% - 3,039 2,496


医師派遣等推進事業 指 H21年度 都道府県医療対策協議会の要請を踏まえ、医師派遣を行う医療機関に
対する補助。


医師派遣等調整経費、派遣医師受入
準備経費、逸失利益等、海外研修等


国→都道府県→医師派遣を行う病
院 全国規模（各都道府県） １／２ 4,163,610 315,950 7.6% 11


（65
県
施設） 154,710 406,917


２．病院勤務医の過重労働解消のための勤務環境の整備等


医師交代勤務等及び短時間正規雇用支援事業 医 H20年度
病院勤務医の過重労働の軽減及び女性医師等の仕事と家庭の両立を可
能とするため、交代勤務制や短時間正規雇用等の導入に対する経費を
補助。


医師雇上謝金、委員等旅費等 国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 1,948,400 99,076 5.1% 23
（33


県
施設） 廃止 -


医師事務作業補助者設置支援事業 医 H20年度
医師の業務負担を軽減するため、書類記載、オーダリングシステムへ
の入力などを行う医師事務作業補助者の設置・充実を図るために必要
な経費を補助。


代替職員賃金 国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 814,625 18,934 2.3% 7
（13


県
施設） 廃止 -


産科医療機関確保支援事業 指 H20年度 病院の集約化が困難な地域において、一機関あたりの分娩件数が少な
い産科医療機関に対して運営費を補助。


産科医療機関に勤務する医療従事者
の人件費等


国→都道府県→病院集約化が困難
な地域に所在する産科医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 737,516 326,038 44.2% 13


（29
県
施設） 323,439 323,439


産科医療機関設備整備事業 指 H20年度
病院の集約化が困難な地域において、一機関あたりの分娩件数が少な
い産科医療機関に対して、産科医療機関として必要な医療機器の整備
に必要な経費を補助。


産科医療機関として必要な医療機器
購入費（分娩台、超音波診断装置、
分娩監視装置等）


国→都道府県→病院集約化が困難
な地域に所在する産科医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 420,641 17,460 4.2% 6


（6
県
施設）


医療施設等設備
整備費830,504千
円の内数


医療施設等設備
整備費830,504千
円の内数


産科医療機関施設整備事業 指 H20年度
病院の集約化が困難な地域において、一機関あたりの分娩件数が少な
い産科医療機関に対して、分娩室の増改築整備等に必要な経費を補
助。


産科医療機関として必要な医療機器
購入費（分娩室、病室等の増改築等
に要する工事費又は工事請負費）


国→都道府県→病院集約化が困難
な地域に所在する産科医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 91,831 1,571 1.7% 1


（1
県
施設）


医療施設等施設
整備費451,386千
円の内数


医療施設等施設
整備費451,386千
円の内数


救急勤務医支援事業【救急勤務医手当】 指 H21年度
救命救急センター及び第二次救急医療機関に勤務する救急医の処遇改
善を図るため、休日・夜間の勤務に対し救急勤務医手当（宿日直手当
や超過勤務手当とは別に）を支給する医療機関に対する補助。


勤務医に対する手当 国→都道府県→第二次救急医療機
関・救急救命センター 全国規模（各都道府県） １／３ 2,044,967 1,802,866 88.2% 42


（497
県
施設） 2,063,164 2,107,954


へき地診療所等医師確保支援事業【遠距離通勤手当等】 指 H21年度 へき地診療所等において交替制勤務等を行うための支援や医師のへき
地勤務を容易にするための交通費に対する補助。


へき地診療所等通勤のための交通
費、子弟の通学のための交通費、週
末帰宅のための交通費　等


国→都道府県→へき地に所在する
医療機関 全国規模（各都道府県）


１／３
２／３
３／４


136,042 15,053 11.1% 7
（14


県
施設） 11,219 －


小児科・産科連携病院等協力体制促進事業 指 H19年度
小児科・産科病床の集約化・重点化を図るため病床を廃止・削減し、
医療機能の変更（他科病床、他の診療機能など）を行う病院に対し、
機能変更等に伴う経費を補助。（機能変更後１年以内の経過措置）


削減病床従事職員の人件費 国→都道府県→小児科・産科病床
を集約する病院 全国規模（各都道府県） １／３ 63,605 0 0.0% 0


（0
県
施設） 5,500 廃止


小児救急電話相談事業 指 H16年度
地域の小児科医による休日・夜間の小児患者の保護者等向けの電話相
談体制の整備に必要な経費を補助。
　※　電話相談は全国同一短縮番号：＃８０００


事業実施に必要な医師等雇上経費、
電話回線等経費、保険料、広報経
費、協議会経費


国→都道府県（委託可） 全国規模（各都道府県） １／２ 520,055 228,123 43.9% 44 県 237,145 237,145


小児救急医療支援事業 指 H11年度
小児科を標榜する病院が輪番制方式又は共同利用型方式により休日・
夜間の小児救急患者の受入体制を整備する場合に、当番日の運営に必
要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費 国→都道府県→小児科を標榜する
第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 1,290,694 769,484 59.6% 38


（151
県
施設） 859,324 847,802


小児救急医療拠点病院運営事業 指 H14年度
二次医療圏単位で小児救急医療の確保が困難な地域において、広域
（原則複数の二次医療圏）を対象に小児救急患者を受け入れる「小児
救急医療拠点病院」の運営に必要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費 国→都道府県→小児科を標榜する
第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 865,838 588,781 68.0% 16


（31
県
施設） 654,132 641,680


新生児医療担当医（新生児科医）確保事業 指 H22年度 出生後NICUへ入室する新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機
関に対する補助。


出生後NICUに入る新生児を担当する
医師に対する手当


国→都道府県→NICUを有する医療
機関 全国規模（各都道府県） １／３ 121,833 121,833


医師不足地域における臨床研修の実施経費 医 H19年度
医師不足地域における臨床研修病院において、①へき地・離島の診療
所等における地域医療研修、②宿日直研修、③指導医養成講習会の開
催等に必要な経費を補助。


手当、交通費、講習会開催経費（謝
金・旅費等）


国→臨床研修病院・公私立大学附
属病院 全国規模（各都道府県）


定額（①日額
10,000円、②１人
当たり月額
100,000円を上
限、③１ヵ所当た
り年額1,030,000
円を上限）


1,138,536 1,140,813 100.2% 920 施設 1,131,655 1,445,596


小児科・産婦人科における臨床研修の実施 医 H19年度
臨床研修において、産科、産婦人科及び小児科の宿日直を行う際に、
サポートとして研修医とともに宿日直を行う指導医等へ宿日直手当を
支給。


臨床研修指導医（産科、産婦人科及
び小児科）が休日・夜間に指導した
際に支払う手当


国→臨床研修病院・公私立大学附
属病院 全国規模（各都道府県）


定額（１人当
たり月額


67,000円を上
限）


261,180 261,702 100.2% 920 施設 259,290 377,880


へき地・離島診療支援事業 指 H19年度
へき地や離島診療所等に勤務する医師からの診療相談に24時間応える
ことができる電話相談窓口や電子会議・各種メーリングリストによる
会議・相談体制の整備に必要な経費を補助。


診療相談対応医師の人件費、
インターネット回線使用料　等


国→公益社団法人地域医療振興協
会


地域医療振興協会において事
業を実施


定額（１か
所あたり


15,362千円を
上限）


15,362 15,362 100.0% 1 法人 廃止 -


へき地巡回診療ヘリ運営費 指 H19年度
通常の交通手段では短期間で十分な巡回診療を行うことが難しい外海
離島等の地域に対して、民間ヘリコプターを活用することで容易に巡
回診療が行える体制整備に必要な経費を補助。


ヘリリース料、
医療従事者の人件費　等


国→都道府県→巡回診療を実施す
る医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 90,435 955 1.1% 1


（1
県
施設） 30,145 5,797


助産師養成所（定時制）開校促進事業（全日制への拡大） 看 H19年度 助産師の養成を推進するため、助産師養成所の開校促進に対する補
助。 専任教員配置経費 国→都道府県→助産師養成所の開


設者 全国規模（各都道府県） １／２ 13,267 3,316 25.0% 2
（2
県
施設） － -


 創設年度 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等事業概要医師確保関係予算 事業実施地域
平成21年度


補助(委託)
件数


※２


※２


※２


※２







負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額
 創設年度 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等事業概要医師確保関係予算 事業実施地域


平成21年度


補助(委託)
件数


看護師等養成所運営費（助産師養成所の充実） 看 S45年度 助産師養成所の教育内容の充実を図るため、助産師養成所の運営に必
要な経費を補助。


教員経費、事務職員経費、生徒経
費、実習施設謝金等


国→都道府県→助産師養成所の開
設者 全国規模（各都道府県） １／２ 101,872 91,967 90.3% 11


（17
県
施設） 61,100 -


助産師活用推進事業 看 H22年度 妊産婦等の多様なニーズに応え、地域において助産師の確保・活用を
推進するため、協議会の設置や研修の実施に必要な経費を補助。


賃金、報償費、旅費、需用費、役務
費等 都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 113,261 22,033


総合科標榜資格審査部会（医道審議会医道分科会費） 総 H20年度 「総合医」の養成を進めるため、本省において認定基準等の検討や認
定審査の実施に必要な経費。 委員手当、委員等旅費 ※本省において、審議会の開催に


必要な経費 －－－－ －－－－ 751 751 100.0% - 719 719


看護職員専門分野研修事業（都道府県向け） 看 H15年度
勤務医の業務負担軽減を図る観点から、チーム医療の下、医療従事者
の役割分担が推進できるよう高度な技術を有する認定看護師を積極的
に養成するため、認定看護師養成研修の実施に必要な経費を補助。


謝金、旅費、消耗品費 国→都道府県 全国規模（各都道府県）
定額


（１コースあ
たり5,191千円
を上限）


46,725 66,933 143.2% 9 県 145,845 114,216


看護職員専門分野研修事業（公益法人等団体向け） 看 H15年度
勤務医の業務負担軽減を図る観点から、チーム医療の下、医療従事者
の役割分担が推進できるよう高度な技術を有する認定看護師を積極的
に養成するため、認定看護師養成研修の実施に必要な経費を補助。


謝金、旅費、消耗品費 国→認定看護師養成機関 各認定看護師養成機関におい
て事業を実施


定額
（１コースあた
り5,191千円を
上限）


62,299 56,765 91.1% 3 法人 37,800 37,070


認定看護師等資格取得促進事業 看 － － -


短時間正規雇用等看護職員の多様な勤務形態導入支援事業 看 H22年度 医療機関における看護職員の確保及び定着を図るため、短時間正規雇
用などの多様な勤務形態の導入に必要な経費を補助。


人件費、使用料及び賃借料、通信運
搬費、消耗品費等 国→都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 92,888 44,200


新人看護職員卒後研修事業 看 H22年度 医療機関において、新人看護職員が臨床研修を受けられる体制を構築
するために必要な経費を補助。


研修責任者経費、教育担当者経費、
謝金、旅費、備品購入費、代替職員
経費等


国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 1,687,508 1,302,924


新人看護職員卒後研修推進事業 看 － － -


専門分野における臨床実践能力の高い看護師育成強化推進
事業 看 H18年度 がんや糖尿病の専門的な質の高い看護師育成を推進するため、専門的


な臨床実務研修の実施にかかる委託費。
謝金、賃金、旅費、印刷製本費、通
信運搬費、会議費等 国→都道府県 全国規模（各都道府県） －－－－ 177,025 148,355 83.8% 30 県 88,503 49,168


産科医等確保支援事業【分娩手当等】 指 H21年度 産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、産科医等に分娩手当
等を支給。


産科医や助産師に対する分娩取扱手
当 国→都道府県→分娩取扱機関 全国規模（各都道府県） １／３ 2,770,207 1,812,911 65.4% 47


（1,615
県
施設） 2,243,867 2,232,707


産科医等育成支援事業【研修医手当】 指 H21年度 臨床研修終了後の後期研修で産科を選択する者の処遇改善を行う医療
機関に対する財政支援。


産科を選択する後期研修医に対する
手当


国→都道府県→産科の後期研修を
行う医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 64,600 25,799 39.9% 14


（65
県
施設） 44,000 32,200


女性医師就労環境改善緊急対策事業　　※１ 医 H21年度
院内の就労環境の改善等について、効果的な総合対策を緊急的に整備
し、育児と仕事を両立しつつ働きやすい職場環境の普及を図るために
必要な経費を補助。


夜勤、当直免除、主治医制の廃止、
院内における就労環境改善の検討な
どに必要な経費


国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 940,000 49,876 5.3% 4
（14


県
施設） － -


産科医療推進費 指 H21年度 地域のお産を支えてきた産科医への評価として厚生労働大臣表彰に要
する経費。 表彰状の作成経費等 ※本省において、表彰状の作成等


に必要な経費 －－－－ －－－－ 1,671 979 58.6% - 1,671 1,671


救急医等育成支援事業【研修医手当】 総 - － -


協働推進研修事業 看 H21年度 医師と看護師等の協働と連携を促進するため、看護師等の能力の研鑽
のための研修の実施に必要な経費を補助。


謝金、旅費、需用費、役務費、備品
購入費等 国→都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 349,991 7,452 2.1% 6 県 102,384 -


チーム医療モデル事業 医 - － -


３．女性医師等の働きやすい職場環境の整備


女性医師支援センター事業 医 Ｈ18年度 再就業を希望する女性医師の就業斡旋等、再就業支援の実施に係る委託費。


賃金、諸謝金、旅費、消耗品費、印
刷製本費、図書購入費、会議費、通
信運搬費、雑役務費、借料及び損
料、委託料


国→社団法人日本医師会 日本医師会において事業を実
施 －－－－ 167,719 167,719 100.0% 1 法人 155,995 155,952


女性医師等就労支援事業 医 H20年度
離職後の再就業に不安を抱える女性医師等に対し、復職のための研修
受入医療機関の紹介、仕事と家庭の両立ができる職場環境の整備等、
離職防止や再就業の促進に必要な経費を補助。


相談窓口経費：コーディネーター謝
金、消耗品費、役務費等
病院研修及び就労環境改善経費：指
導医代替雇上経費、消耗品費、役務
費等


国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 409,845 72,160 17.6% 23
（27


県
施設） 286,010 256,144


病院内保育所運営事業 看 S49年度 医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保育所の運営に
必要な経費を補助。 保育士等人件費、委託料 国→都道府県→医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 1,994,375 2,009,228 100.7% 45


（1,165
県
施設） 2,058,904 2,031,562


４．地域偏在・診療科偏在の是正等


医師不足地域等臨床研修病院研修医確保経費 医 H20年度 医師不足地域等の臨床研修病院が研修医の確保を図るため、研修医に
対し、自病院の研修プログラム等のＰＲに必要な経費について補助。 旅費、印刷製本費等 国→臨床研修病院・公私立大学附


属病院 全国規模（各都道府県）
定額(説明会１
回当たり


98,500円、４
回を上限）


107,365 107,580 100.2% 920 施設 － －


医師不足地域等研修支援 医 H20年度 都市部の臨床研修病院が、研修の一環として、医師不足地域等の病院
で研修を行う場合に研修医の交通費・滞在費に対する補助。 旅費、滞在費 国→臨床研修病院・公私立大学附


属病院 全国規模（各都道府県）
定額（研修医
１人当たり月
額131,000円を
上限）


890,330 892,111 100.2% 920 施設 － －


医師不足地域等における指導医経費 医 H20年度 医師不足地域等における臨床研修病院の指導要員等、臨床研修の実施
に必要な経費のうち、指導医の代替医師雇上に係る経費を補助。


代替医師雇上経費、事務職員雇上経
費


国→臨床研修病院・公私立大学附
属病院 全国規模（各都道府県）


定額（研修医
１人当たり月
額67,000円を
上限）


3,337,443 3,344,118 100.2% 920 施設 － －


臨床研修外部指導経費 医 H21年度
医師不足地域等の臨床研修病院が、自病院以外の特定の分野に精通し
た外部講師（指導医等）を招へいする場合に必要な経費について補
助。


外部講師謝金、旅費 国→臨床研修病院・公私立大学附
属病院 全国規模（各都道府県）


定額（１ヵ所
当たり年額
506,000円を上


限）
110,331 110,552 100.2% 920 施設 － －


臨床研修外部指導医等経費 医 - 0 0 - － －


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新人看護職員研修事業の中で実施。


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。


※２


※２


※２


※２







負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額
 創設年度 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等事業概要医師確保関係予算 事業実施地域


平成21年度


補助(委託)
件数


医療計画に関する見直し等の検討・推進支援経費 指 H22年度
本省において、平成25年度から開始する次期医療計画の作成に向けて
検討会を開催し、医療計画の制度のあり方について検討するための経
費。


検討会開催に係る諸謝金、旅費等 ※本省において、検討会開催等に
必要な経費 －－－－ －－－－ 19,152 15,421


専門医研修地域研修支援事業経費 医 - － －


５．医療リスクに対する支援体制の整備


産科医療補償制度運営費 総 H20年度
分娩に係る医療事故により脳性麻痺となった者及びその家族の経済的
負担を速やかに補償する産科医療補償制度の運営組織に対して、事故
原因の分析や再発防止の取組に必要な経費を補助。


事故原因の究明や再発防止に取組む
ための事務に必要な経費


国→財団法人日本医療機能評価機
構


日本医療機能評価機構におい
て事業を実施


定額（１ヵ所
あたり86,369
千円を上限）


86,369 76,413 88.5% 1 法人 86,957 79,580


死因究明制度導入準備経費 総 H20年度
医療の安心・納得・安全を確保するため、医療死亡事故の原因究明・
再発防止を目的とした仕組みを創設し、円滑な導入を図るための本省
における準備経費。


説明会の開催、連絡調整会議の開
催、協議会の開催等


※本省において、会議等の開催必
要な経費 －－－－ －－－－ 24,552 5,316 21.7% - 廃止 －


死因究明制度導入準備経費（地方課計上分） 総 H20年度
医療の安心・納得・安全を確保するため、医療死亡事故の原因究明・
再発防止を目的とした仕組みを創設し、円滑な導入を図るための地方
厚生局における準備経費。


説明会の開催、連絡調整会議の開
催、協議会の開催等


※地方厚生局において会議等の開
催に必要な経費 －－－－ －－－－ 27,692 27,692 100.0% - 2,450 2,150


診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業 総 H17年度
医療機関から依頼のあった診療関連死について、臨床医や専門医等に
よる死亡時画像診断や解剖による事案調査を実施し、診療行為との因
果関係の有無及び再発防止策の検討や制度化に向けた諸課題の整理等
を実施するためのモデル事業。


調査、原因分析、再発防止策の検討
や人材養成研修に必要な運営経費


国　→　一般社団法人日本医療安
全調査機構


日本医療安全調査機構におい
て事業を実施
10都道府県（北海道、宮城
県、茨城県、東京都、新潟
県、愛知県、大阪府、兵庫
県、岡山県、福岡県）


定額（１ヵ所
あたり176,491
千円を上限）


176,491 140,788 79.8% 1 法人 176,640 159,500


患者・家族対話推進事業 総 H21年度


①医療従事者と患者・家族等、国民との間の相互理解の推進等を図る
ため、地域における意見交換等の場を設けるために必要な経費を補
助。
②医療紛争の防止・早期解決につなげる体制の整備を図るため、医療
機関における医療従事者と患者側とのコミュニケーションの仲立ちを
する人材養成に必要な経費を補助。


①対話集会や懇談会の開催に必要な
経費
②院内相談員を養成するための研修
の実施に必要な経費


国→都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 22,014 9,271 42.1% 13 県 22,014 －


裁判外紛争解決制度活用推進協議会 総 H21年度
医療紛争の裁判外による解決に向けた取組として、本省において医療
界、法曹界や患者の立場を代表する者等により、情報や意見の交換を
行うとともに、医療における裁判外紛争解決制度のあり方について検
討を行う。


諸謝金、委員等旅費、庁費（消耗品
費、会議費等）


※本省において会議等の開催に必
要な経費 －－－－ －－－－ 4,007 3,957 98.8% - 3,828 2,562


合　　　　　　計 26,703,263 15,038,216 56.3% 13,293,075 13,065,302


　　※１　女性医師就労環境改善緊急対策事業は、平成22年度において、女性医師等就労支援事業に統合
 　　※２　本経費は臨床研修費等補助金の一部であり、件数は当該補助金全体の件数を計上。


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。







● 救急医療対策関係予算
単位：千円


負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額


中毒情報センター情報基盤整備費 昭和61年度
現存する製品及び新規化学物質等による急性中毒の治療法等に関する
データを整理・集積し、迅速に情報提供するためのデータベースの整
備に必要な経費を補助。


システム運用・保守経費、中毒情報の入
力・分析及び電話相談対応等を行う専門
医師等の人件費


国　→　財団法人日本中毒情報センター 日本中毒情報センターに
おいて事業を実施


定額（１か
所あたり
18,490千円
を上限）


18,490 18,490 100.0% 1 法人 14,770 14,770


救急医療支援センター運営事業 平成21年度


休日・夜間において、脳卒中や心筋梗塞、小児等の診断を行う専門医
を確保し、ＩＴネットワークを活用して救急医療機関から送信される
画像等の診断を行う「救急医療支援センター」の運営に必要な経費を
補助。


事業の実施に必要な医師等の人件費、備
品費等 国 → 都道府県 → 救急医療機関 全国規模（都道府県）


定額（１か
所あたり
108,595千円
を上限）


108,595 108,595 100.0% 1
（1
県
施設） 108,595 108,595


救急医療トレーニングセンター運営事業 平成21年度
救急医療を担う人材の養成・確保を図るため、後期臨床研修医等を対
象に救急医療の技術向上等を目的とした研修を行う「救急医療トレー
ニングセンター」の運営に必要な経費を補助。


事業の実施に必要な医師等の人件費、備
品費等 国 → 都道府県 → 救急医療機関 全国規模（都道府県） １／２ 89,798 78,173 87.1% 2


（5
県
施設） 77,800 77,800


ドクターヘリ夜間搬送モデル事業 平成21年度 ドクターヘリの夜間運航を行うための体制確保に必要な経費を補助。 運航経費(委託費)、搭乗医師等人件費
費、照明機器設置費 国 → 都道府県（委託を含む） 全国規模（都道府県） １／２ 51,499 0 0.0% 0 県 25,750 －


救急救命普及推進費 平成4年度
本省において救急の日（９月９日）を中心に国民に対し、救急医療に
係る普及啓発を行うとともに、救急医療に貢献した医師に対し厚生労
働大臣表彰を行う。


救急の日ポスターの作成費、表彰状作成
経費等 ※本省において表彰状作成等に要する経費 －－－－－ －－－－－ 3,367 3,367 100.0% - 2,714 4,011


広域災害・救急医療情報システム 平成14年度
災害時における全国ネットの災害医療に係る総合的な情報を共有し、
被災地域での迅速かつ適切な医療・救護に関わる各種情報の集約・提
供を行うためのシステムの運用を委託。


システムの運用・保守経費 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実
施 －－－－－ 16,046 16,046 100.0% 1 法人 36,052 36,052


救急患者受入実態調査事業 平成22年度
消防法の一部改正に基づき都道府県が策定する搬送・受入ルールにつ
いて、実際にルールに則って搬送・受入を行った状況等に関する調査
を委託。


実態調査に必要な経費 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） －－－－－ 17,484 17,484


小児救急電話相談事業 平成16年度
地域の小児科医による休日・夜間の小児患者の保護者等向けの電話相
談体制の整備に必要な経費を補助。
　※　電話相談は全国同一短縮番号：＃８０００


事業実施に必要な医師等雇上経費、電話
回線等経費、保険料、広報経費、協議会
経費


国 → 都道府県（委託を含む） 全国規模（各都道府県） １／２ 520,055 228,123 43.9% 44 県 237,145 237,145


小児救急地域医師研修事業 平成16年度
小児救急医療体制の補強及び質の向上を図るため、地域の小児科医、
内科医等を対象とした小児救急に関する研修の実施に必要な経費を補
助。


研修の実施に係る謝金、旅費、研修資料
印刷費等 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 26,300 11,969 45.5% 21 県 19,032 14,602


小児初期救急センター運営事業 平成21年度 休日・夜間に小児の軽症患者を受け入れる小児初期救急センターの運営に必要な経費を補助。
小児初期救急センターに派遣される診療
所医師の人件費等 国 → 都道府県 → 小児救急医療を担う診療所 全国規模（各都道府県） １／３ 26,633 9,056 34.0% 6


（18
県
施設） 13,317 11,985


管制塔救急医療機関支援事業 平成21年度


救急患者に対し、地域全体でトリアージ（重症度、緊急性等による患
者の区分）を行い、病状に応じた適切な医療を提供できる地域の医療
機関又は院内の診療科へ効率的に振り分ける「管制塔病院」の空床確
保等に必要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費、空床
確保に係る経費等 国 → 都道府県 → 第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 5,114,234 74,301 1.5% 2


（34
県
施設） 259,354 105,918


救急車の受入に応じた補助 － １／３ － －


消防法一部改正に伴う受入困難事案患者受入医療機関支援事業 平成22年度
消防法の一部改正により、各都道府県が策定する救急患者の搬送・受
入ルールに基づき受入困難事案患者を確実に受け入れることとなった
医療機関の空床確保に必要な経費を補助。


空床確保に係る経費 国 → 都道府県 → 第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 450,683 360,547


診療所の二次救急医療機関に対する診療協力 平成22年度 地域の診療所の医師が救急医療機関に対して夜間・休日の診療支援を行う際の経費を補助。 診療協力を行う医師の人件費 国 → 都道府県 → 第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 229,491 68,847


救急医療専門領域医師研修 平成20年度
第二次救急医療機関等の医師を対象に、救命救急センターにおいて、
脳卒中・急性心筋梗塞・小児救急・重症外傷等に関する専門的な救急
医療の研修を実施するために必要な経費について補助。


研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等


国 → 都道府県 → 研修を実施する
救命救急センター 全国規模（各都道府県） １／２ 82,908 4,319 5.2% 3


（3
県
施設） 14,991 7,975


共同利用型病院 昭和52年度
医師会立病院等が第二次救急医療施設となり、休日・夜間に病院の一
部を開放し、地域医師会の協力により救急患者を受け入れる「共同利
用型病院」の運営に必要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費 国 → 都道府県 → 第二次救急医療
機関（共同利用型病院） 全国規模（各都道府県） １／３ 122,734 89,293 72.8% 4


（9
県
施設） 84,618 84,618


小児救急医療支援事業 平成11年度
小児科を標榜する病院が輪番制方式又は共同利用型方式により、休
日・夜間の小児救急患者の受入体制を整備する場合において、当番日
の病院に対して運営に必要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費 国 → 都道府県 → 小児科を標榜す
る第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 1,290,694 769,484 59.6% 38


（151
県
施設） 859,324 847,802


小児救急医療拠点病院運営事業 平成14年度
二次医療圏単位での小児救急医療の確保が困難な地域において、広域
（原則複数の二次医療圏）を対象に小児救急患者を受け入れる「小児
救急医療拠点病院」の運営に必要な経費を補助。


事業実施に必要な医師等の人件費 国 → 都道府県 → 小児科を標榜す
る第二次救急医療機関 全国規模（各都道府県） １／２ 865,838 588,781 68.0% 16


（31
県
施設） 654,132 641,680


小児救命救急センター 平成22年度 重篤な小児救急患者を24時間体制で受け入れる「小児救命救急センター」の運営に必要な経費を補助。
事業の実施に必要な医師等の人件費、診
療材料費等 国 → 都道府県 → 小児救命救急センター 全国規模（各都道府県） １／３ 296,166 592,342


ヘリコプター等添乗医師等確保経費 昭和62年度 離島、山村等の救急医療の充実を図るため、消防防災ヘリコプター等を活用した救急搬送等に係る医師の災害補償費を補助。 ヘリコプター添乗医師の保険料 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） １／３ 2,113 1,989 94.1% 11 県 2,113 2,113


創設年度 事業概要 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等 事業実施地域
21年度


補助（委託）
件数


救急医療対策関係予算


※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。







負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額
創設年度 事業概要 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等 事業実施地域


21年度
補助（委託）


件数
救急医療対策関係予算


救命救急センター運営費 昭和51年度 １／３ 4,841,649 4,894,697 4,350,544


外国人の未収金に係る救急医療措置費 平成8年度 １／３ 17,013 17,013 17,013


心臓病及び脳卒中専門医確保事業 平成13年度 １／３ 192,122 194,111 198,533


小児救急専門病床確保事業 平成18年度 １／３ 149,248 149,248 149,248


重症外傷機能確保事業 平成20年度 １／３ 30,952 30,952 30,952


地域救命救急センター 平成15年度 １／３ 228,025 297,048 285,485


ドクターヘリ導入促進事業 平成13年度
救命率の向上及び広域患者搬送体制の確保を図るため、救命救急セン
ターに配備されるドクターヘリ（医師が同乗する救急専用ヘリコプ
ター）の運航に必要な経費について補助。


運航経費(委託費)、搭乗医師等確保経
費、運航調整委員会経費 国 → 都道府県 → 救命救急センター 全国規模（各都道府県） １／２ 2,014,080 1,605,636 79.7% 17


（21
県
施設） 2,727,803 2,928,153


救急救命士病院実習受入促進経費 平成15年度 救急救命士を受け入れて心肺蘇生等の救急救命処置の実習を行う病院に対する補助。 実習に係る謝金、旅費、実習材料費等 国 → 都道府県 → 救命士の実習を行う病院 全国規模（各都道府県） １／２ 88,985 59,999 67.4% 20
（127


県
施設） 61,605 61,605


救急勤務医支援事業【救急勤務医手当】 平成21年度
救命救急センター及び第二次救急医療機関に勤務する救急医の処遇改
善を図るため、休日・夜間において救急勤務医手当（宿日直手当や超
過勤務手当とは別に）を支給する医療機関に補助。


勤務医に対する手当 国 → 都道府県 → 第二次救急医療
機関、救急救命センター 全国規模（各都道府県） １／３ 2,044,967 1,802,866 88.2% 42


（497
県
施設） 2,063,164 2,107,954


救急医療情報センター運営費 昭和52年度
県全域を対象とする救急医療情報センターを整備し、市町村の区域を
超えた救急医療情報の収集・提供を実施するために必要な経費を補
助。


システムの運用・保守経費 国　→　都道府県（委託を含む） 全国規模（各都道府県） １／３ 934,500 1,647,916 176.3% 40 県 934,500 934,500


周 救急・周産期医療ネットワーク構築実証事業 平成22年度


合併症を持つ妊産婦救急患者の受入のため、「平成20年度 救急患者の
医療機関への受け入れを支援する情報活用等に関する研究会」報告書
においてまとめられた、救急医療情報システムと周産期医療情報シス
テムの連携や利便性の向上等につながる機能強化項目についての実証
事業を委託。


システムの構築及び効果の検証に必要な
経費 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 100,000 廃止


救急患者受入コーディネータ事業 平成20年度
消防機関等からの要請に応じて、救急搬送患者の搬送先医療機関の迅
速な調整を行う救急患者受入コーディネーターの配置に必要な経費を
補助。


コーディネーター医師等の人件費 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 88,875 59,249 66.7% 3 県 59,250 59,250


自動体外式除細動器（ＡＥＤ）普及啓発事業 平成17年度 非医療従事者によるAEDを用いた積極的な救命活動が行われるよう、講習の実施や啓発等を図るために必要な経費を補助。
事業実施に必要な謝金、旅費、実習材料
費等 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） １／２ 45,659 10,676 23.4% 13 県 19,326 11,767


救急患者退院コーディネート調整事業 平成22年度
急性期を脱した救急患者の円滑な転床・転院の促進するため、施設
内、施設間の連携を担当する専任者（コーディネーター）の配置に必
要な経費を補助。


コーディネーター医師等の人件費 国 → 都道府県 → 第二次救急医療
機関、救急救命センター 全国規模（各都道府県） １／３、１／２ 60,775 60,775


小児科・産科連携病院等協力体制促進事業 平成19年度
小児科・産科病床の集約化・重点化を図るため病床を廃止・削減し、
医療機能の変更（他科病床、他の診療機能など）を行う病院に対し、
機能変更等に伴う経費を補助。（機能変更後１年以内の経過措置）


削減病床従事職員の人件費 国 → 都道府県 → 小児科・産科病
床を集約する病院 全国規模（各都道府県） １／３ 63,605 0 0.0% 0


（0
県
施設） 5,500 廃止


救急医療業務実地修練等経費（医師） 平成元年度 救急医療業務を担う医師の知識・技術の向上を図るための研修を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 3,218 3,218 100.0% 1 法人 2,881 2,881


救急医療業務実地修練等経費（看護師） 平成３年度 救急医療業務を担う看護師の知識・技術の向上を図るための研修を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 3,558 3,558 100.0% 1 法人 2,705 2,705


救急医療業務実地修練等経費（救急救命士） 平成４年度 救急医療業務を担う救急救命士の知識・技術の向上を図るための研修を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 1,706 1,706 100.0% 1 法人 1,190 1,190


保健師等救急蘇生法指導者講習会経費 平成５年度 保健所勤務の保健師等を対象に、救急蘇生法を教える指導者の養成のための講習会を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 1,083 1,083 100.0% 1 法人 857 857


救急救命士養成所専任教員講習会経費 平成６年度 救急救命士養成所の専任教員の養成確保を図るため、専任教員希望者を対象に講習会を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 1,798 1,798 100.0% 1 法人 1,429 1,429


病院前救護体制における指導医等研修経費 平成14年度
病院前救護体制の充実を図るため、救急救命士が行う救急処置を検証
する医師及び救急救命士に救命処置の指示を出す医師を養成するため
の研修を委託。


研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 2,478 2,478 100.0% 1 法人 1,957 1,957


災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）研修経費 平成17年度 災害発生時に迅速な派遣が可能な災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の研修を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 66,556 66,556 100.0% 2 施設 66,556 66,556


ＮＢＣ災害・テロ対策研修 平成18年度
ＮＢＣ（核、生物、化学）災害及びテロ発生時に適切な対応ができる
医師等を養成するため、ＮＢＣ災害・テロに関する専門知識、技術及
び機器管理能力を習得するための研修を委託。


研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 7,652 7,652 100.0% 1 法人 6,103 6,103


小児集中治療室医療従事者研修事業 平成22年度 小児救命救急センターにおいて実施する、小児集中治療室での勤務を希望する医師等に対する研修に必要な経費を補助。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 国 → 都道府県 → 小児救命救急センター 全国規模（各都道府県） １／２ 12,612 12,612
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（834,215,855 77.2% 県


施設）全国規模（各都道府県）


重症及び複数の診療科領域にわたるすべての重篤な救急患者を２４時
間体制で受け入れる救命救急センター（専用病床20床以上）の運営に
必要な経費を補助。


※　既存の救命救急センターまでのアクセスに概ね１時間以上を要す
　　る地域においては、地域救命救急センター（専用病床10床以上）
　　を設置できる。


【加算措置】
　・重篤な（無保険の）外国人救急患者の救命医療を行い、努力して
　　も回収できなかった未収金の一部の額について基準額に加算
　・心臓病又は脳卒中の専門医を配置する場合に基準額を加算
　・重篤な小児救急患者の受入れに対応した専門医等を配置する場合
　　に基準額を加算
　・重症外傷に対応した専門医を配置する場合に基準額を加算


事業の実施に必要な医師等の人件費、診
療材料費等 国 → 都道府県 → 救命救急センター







負担割合 22年度 平成23年度


（補助金の場合） 予算額 執行実績 執行率 予算額 概算要求額
創設年度 事業概要 対象経費 補助（委託）先・補助事業者等 事業実施地域


21年度
補助（委託）


件数
救急医療対策関係予算


ドクターヘリ事業従事者研修事業 平成22年度 ドクターヘリという特殊な場において、高度な救急医療を提供できる医師・看護師等を育成するための研修を委託。
研修の実施に係る謝金、旅費、実習材料
費等 企画競争により委託先を決定 委託先において事業を実施 －－－－－ 3,465 3,465


周 周産期医療対策事業 平成８年度
総合的な周産期医療体制を整備するため、都道府県における周産期医
療協議会の開催や周産期救急情報システムの整備、搬送コーディネー
ターの配置等に対して必要な経費を補助。


周産期医療協議会開催経費、周産期救急
情報システムの改修経費、搬送コーディ
ネーターの人件費等


国　→　都道府県 全国規模（各都道府県） １／３、１／２ 222,526 221,274 99.4% 42 県 267,911 241,959


周 総合周産期母子医療センター運営事業(MFICU) １／３ 886,839 803,489 90.6% 531,608 620,788


周 24時間患者受入 １／３ 0 0 - 92,571 127,300


周 戻り搬送及び迎え搬送普及促進事業 １／３ 0 0 - － －


周 NICU運営事業 １／３ 0 0 - 545,900 488,539


周 GCU運営事業 １／３ 0 0 - 443,248 396,644


周 地域周産期母子医療センター運営事業(MFICU) １／３ 142,285 22,202 15.6% 621,003 700,775


周 戻り搬送及び迎え搬送普及促進事業 １／３ 0 0 - － －


周 NICU運営事業 １／３ 0 0 - 3,163,685 2,907,649


周 GCU運営事業 １／３ 0 0 - 314,732 329,161


周 新生児医療担当医(新生児科医)確保支援事業 平成22年度 出生後NICUへ入室する新生児を担当する医師へ手当を支給する医療機関に対する補助。
出生後NICUに入る新生児を担当する医師
に対する手当


国　→　都道府県　→　NICUを有す
る医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 121,833 121,833


周 地域療育支援施設（仮称）運営事業 平成22年度
NICU等に長期入院している小児が家族とともに在宅で生活していくた
めに必要な知識及び技術を習得するためのトレーニング等を行う地域
療育支援施設の運営費に対する補助。


地域療育支援施設の医師等の給与等 国　→　都道府県　→　地域療育支援施設 全国規模（各都道府県） １／２ 63,084 63,085


周 日中一時支援事業 平成22年度
NICU等に長期入院していた小児の在宅移行後、家族の介護等による負
担を軽減するため、小児の一時的な受入れの体制等を整備している医
療機関に対する補助。


小児を一時的に受け入れる医療機関職員の給与等 国 → 都道府県 → 小児を一時的に受け入れる医療機関 全国規模（各都道府県） １／３ 49,836 35,343


災害医療調査ヘリコプター運営事業 平成20年度


地震等大規模災害発生時に被害状況等を迅速かつ的確に把握するた
め、災害発生時の被災地の医療調査を行うためのヘリコプターの
チャーターに要する経費を措置し、災害発生時に迅速に対応できる体
制の整備に必要な経費を補助。


ヘリコプターチャーター費 国 → （独）国立病院機構災害医療
センター


国立病院機構災害医療セ
ンターにおいて事業を実
施


定額（１か
所あたり
9,664千円を
上限）


9,664 9,664 100.0% 1 法人 9,664 9,664


ＤＭＡＴ事務局経費 平成22年度
災害時に活動する災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を統括するＤＭＡ
Ｔ事務局を国立病院機構災害医療センターに置き、ＤＭＡＴ隊員の技
能継続研修を本来業務とし、事務局運営に必要な経費を補助。


ＤＭＡＴ事務局経費、ＤＭＡＴ隊員技能継続研修経費
国 → （独）国立病院機構災害医療
センター


国立病院機構災害医療セ
ンターにおいて事業を実
施


定額（１か
所あたり
14,150千円
を上限）


14,150 20,589


ＤＭＡＴ訓練補助事業 平成22年度
災害時のＤＭＡＴの活動は、地元の自衛隊、消防、警察等と連携し、
人命救助に寄与するが、災害時への対応として平時よりその連携のた
めの訓練に必要な経費を補助。


災害派遣医療チームが行う災害訓練に必要な経費 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県）
定額（１か
所あたり
4,662千円を
上限）


4,662 5,328


災害拠点病院等活動費 平成20年度
防災関係機関相互の連携と活動能力の向上を図り、大規模災害に対応
できる防災体制の充実強化を図るため、災害派遣医療チーム（ＤＭＡ
Ｔ）が参加する国主催の総合防災訓練に必要な経費を補助。


防災訓練参加旅費（宿泊費を含む） 国　→　都道府県 全国規模（各都道府県）


定額（１か
所あたり
10,152千円
を上限）、
１／２


10,152 1,505 14.8% 10 県 10,152 10,152


災害拠点病院備蓄等支援事業 － － －


ＡＰＥＣ関連経費 平成22年度
平成22年に開催される「アジア太平洋経済協力会議」において、毒劇
物等テロ災害も想定し、主として要人に対する救急医療体制の確保を
委託。


現地における関係者との打ち合わせ経
費、医療チーム派遣経費、要人受入病院
の空床確保経費等


企画競争により委託先を決定 神奈川県横浜市 －－－－－ 77,342 廃止


合　　　　計 20,438,499 12,550,366 61.4% 21,449,659 20,608,629


平成８年度
出産前後の母体、胎児及び新生児の一貫した管理を行う周産期母子医
療センターのMFICU（母体・胎児集中治療室）、NICU（新生児集中治療
室）及びGCU（回復期治療室）の運営費等に対する補助。


周産期母子医療センターの医師等の給与等 国 → 都道府県 → 周産期母子医療センター 県
施設）
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※　当初、平成22年度概算要求を行っていたが、評価結果を踏まえ新規事業化を断念。


全国規模（各都道府県）





		事業シート配布用【全体版】

		別紙１　行政事業レビューの結果等一覧【総指医看】

		別紙２　資金の流れ・使途等シート別【総指医看】

		

		医師確保救急 (改1)












（予算担当部局用）


論点等説明シート（予算担当部局用）


施策・事業名 医師確保、救急・周産期対策の補助金等


予算額
平成22年度当初予算額 平成23年度概算要求額


百万円 百万円30,802 29,718


事業予算についての論点等


　21年度の不用額は186億円。執行率が悪い事業の予算額を大胆に見直すべきではない
か。


【参考１】22年度診療報酬改定
　　①救急入院医療を評価している点数の引上げ
　　②救急搬送された妊産婦を受け入れた場合の点数の引上げ
　　③新生児特定集中治療室（NICU）の点数の引上げ
　　などを行うことにより、地域の救急・産科・小児科・外科等の医療の再建、病院勤務医の負担
　軽減等を図っている。
【参考２】診療報酬改定による増収効果
　　『公立病院の収入、4～6月4％増』…診療報酬改定により、前年同期に比べて4.1％増。2002年
　に調査開始して以来、最高の伸び率。(22.10.14 日経新聞)
　　『勤務医に特別手当、待遇改善』…旭川医科大学において、診療報酬改定により数億円の収入
　増が見込まれることから、勤務医の待遇改善として診療特別手当を新設。(22.9.15 朝日新聞)
【参考３】例えば、昨年秋の事業仕分けの場において、「手当などの補助金について、診療報酬で
　対応するまでの間の一時的なものとの位置づけである」旨、厚生労働省が発言。


事業番号 A-9


診療報酬との重複


執行実績の反映


 　昨年度の事業仕分け結果【予算要求の縮減（半額）】
　　「診療報酬の見直しと組み合わせた形で本補助金を有効なものにする。」
 　主なコメント
　　「補助金の効果は小さいため、医師の地域偏在、診療科における不足にはあまり効
　　果がない。診療報酬の配分是正で対応すべき。このため、補助金は廃止の方向で進
　　むべき。」
　　「医師不足は診療報酬体系の抜本的見直しを行い、その上で必要な部分に限定して
　　補助金を給付する方式へ構造的な改善を図る。」


　22年の診療報酬改定（本体+1.55％）で、急性期入院医療等へ約4,000億円を配分。他
方、診療報酬改定に伴う本補助金の見直し額は▲41億円にとどまっている。22年3月に決
定された診療報酬改定も踏まえ、本補助金の更なる見直しが必要ではないか。


　医療費の規模（34兆円程度）と補助金の規模（300億円程度）は大きく異なる。一部の医
療機関や医師に補助することが、医師不足、救急・周産期対策としてどの程度の効果を挙
げているのか。


補助金の実効性


(百万円)


20年度 21年度 22年度
23年度
(要求)


予算額 34,128 42,845 30,802 29,718


決算額 17,557 24,231 - -


不用額 16,571 18,614 - -


執行率 51.4 56.6 - -


過去の予算・決算の推移


※20年度のみ補正後予算額、21年度以降は当初予算額







　


　
　特定の診療科に従事する医師等への手当支給…診療報酬改定で対応可能ではないか


●救急勤務医支援事業（21.1億円）
…救急医に対して宿日直のたびに最大19,000円程度の手当を支給


●新生児医療担当医確保事業（1.2億円）
…NICUへ入室する新生児を担当する医師に対し10,000円の手当を支給


●産科医等育成支援事業（0.3億円）
…後期臨床研修で産科を選択する者に対し、月額50,000円の手当を12ヶ月間支給


　留学や表彰、研修にかかる経費…医師不足対策への実効性が定かではないのではないか


●救急医療トレーニングセンター運営事業<研修医の留学経費など>（0.8億円のうち7百万
円）
…後期臨床研修生に対して通年研修を提供している医療機関への補助


●医師派遣等推進事業<派遣医師の留学経費など>（4.1億円のうち0.8億円）
…医師派遣を行う医療機関や受入医療機関への補助


●救急救命普及推進費<表彰状作成経費等>（4百万円）
…救急医療に係る普及啓発、救急医療に貢献した医師に対する表彰


●産科医療推進費<表彰状作成経費等>（2百万円）
…地域のお産を支えてきた産科医への表彰


事業例 （注）金額はいずれも23年度概算要求額


　
　執行率が悪い事業…決算結果を適切に反映するべきではないか


●女性医師等就労支援事業<21年度執行率18％>
（21'予算 4.1億円　 22'予算 2.9億円 　23'要求 2.6億円）
…女性医師の再就業を支援するための相談窓口の設置など


●災害拠点病院等活動費<21年度執行率15％>
（21'予算 10百万円　 22'予算 10百万円　 23'要求 10百万円）
…災害派遣医療チーム（DMAT）が国主催の総合防災訓練に参加するための旅費
（宿泊費含む）


事業番号　A-9
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